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埼玉県 平成 21年 4月 1日 現在の指定状況と患者受療
児 玉

比企医療圏に住むがん患者は、西部第一

医療圏又は西部第二医療圏へ受診するた
め、⑨、⑩の病院でカバーする。

児玉医療圏に住むがん
患者は、大里医療圏ヘ

受診するため、①の病院
でカバーする。

①

大里医療圏

秩父医療圏
(空自の医療圏 )

比企医療圏
(空自の医療圏 )

西部第二医療圏

西部第二優療圏
秩父医療圏に住むがん患者は、大里医療
圏又は西部第二医療圏へ受診するため、
⑩、①の病院でカバーする。

①★埼玉県立がんセンター(平成20年 2月 8日 )
②春日部市立病院 (平成19年 1月 31日 )
③獨協医科大学越谷病院(平成20年 2月 8日 )
④さいたま市立病院(平成19年 1月 31日 )
⑤さいたま赤十字病院(平成20年2月 8日 )
⑥川国市立医療センター(平成20年 2月 8日 )

⑦済生会川口総合病院(平成21年 2月 3日 )
③国立病院機構埼玉病院(平成20年2月 8日 )
⑨埼玉医大総合医療センタニ(平成19年 1月 31日 )
⑩埼玉医大国際医療センター(平成20年 2月 8日 )
⑪深谷赤十字病院(平成18年 8月 24日 )
⑫行日総合病院(平成19年 1月 31日 )

-274-



※()内は平成20年 10月 末提出の数値、下段は平成21年 10月末提出の数値 ※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※T枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたつて表を作成してください。
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※()内は平成20年 10月末提出の数値、下段は平成21年 10月末提出の数値 ※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたって表を作成してください。
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埼玉県 平成 22年度の指定推薦等状況と想定される患者受

①★埼玉県立がんセンター(更新)
②春日都市立病院 (更新)
③獨協医科大学越谷病院(更新)
④さいたま市立病院(更新)
⑤さいたま赤十字病院(更新)
⑥川国市立医療センター(更新)

⑦済生会川口総合病院(継続)
③国立病院機構埼玉病院(更新)
⑨埼玉医大総合医療センター(更新)
⑩埼玉医大国際医療センター(更新)
①深谷赤十字病院(更新)
⑫行田総合病院(辞退)
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比企医療圏に住むがん患者は、
西部第一医療圏又は西部第二
医療圏へ受診するため、⑨、⑩
の病院でカバーする。

恭
埼玉県 指定推薦等に係る考え方

1 埼玉県の特色
人口約717万人 (全国第5位 )
人口100万人を越える二次医療圏が3つ存在 (東部、中央、西部第一)

人口のほか、日常生活圏、交通条件、生活基盤の整備状況等総合的な観点から勘
案し、4つの二次医療圏にそれぞれ2つの「副次圏」を設定
※保健・医療・福祉に関する地域の中核機関である福祉保健総合センター・保健所の管轄区域も副次圏ごと
に設置している。

地域がん診療連携拠点病院についても、総合的な観点から勘案し、二次医療圏内において1
つの医療機関で対応することが難しいと考えられる場合は「副次圏」を単位として設定

2 同―医療日に複数施設を設置している例
例1)東部保健医療圏【春日部市立病院、獨協医科大学越谷病院】

【獨協医科大学越谷病院】
5大がんを中心とした多岐にわたる悪性腫瘍に対して、外科的治療、化学療法、放射線治療
のいずれにおいても大学病院としての高い医療水準のがん治療を実施している。

【春日都市立病院】
血液がん、口腔がん等他病院での手薄な部分を補完するとともに、初診から末期がん在宅
医療まで、大学病院では困難と思われるがん医療を実施している。

⑫の病院は改めて指定を目指す。その間、
⑫の病院で対応できない利根医療圏に住
むがん患者は近隣の医療圏でカバーする。

児玉医療圏に住むがん

患者は、大里医療圏ヘ

受診するため、①の病院
でカバーする。

①

大里医療圏

利根医療圏

(⑫ )1空
自の医療圏キ:

秩父医療圏
(空自の医療圏 )

比企医療圏_

(空自の医療圏 )

③

東部医
西部第二医療圏

西部第二優療圏
秩父医療圏に住むがん患者は、大里医療
圏又は西部第二医療圏へ受診するため、
⑩、①の病院でカバーする。



例2)中央保健医療圏(南 )【川国市立医療センター、済生会川口総合病院】

【川国市立医療センター】

埼玉県内で最新式の遠隔操作式小線源治療装置 (ラルス)や最新のリニアックを導入して高

度な放射線治療を実施している。また、乳がんや肺がんの手術件数が多く、済生会川口総合

病院をはじめ、近隣の病院からの紹介を多数受けている。

【済生会川口総合病院】

画像診断では県内有数のPET一 C丁を導入しており、川口市立医療センターをはじめ、県南
東部の各がん診療連携拠点病院からPET一 C下の紹介を多数受けている。

例3)西部第一医療圏【国立病院機構埼玉病院、埼玉医大総合医療センター】

西部第一医療圏だけでも人口100万人を超える大きな医療圏であるほか、隣接する比企保
健医療圏が空白地域であることから、同地域を補完するためにも、両病院の指定更新により、

質の高いがん医療提供体制を維持していく必要がある。

3 理由書が必要な拠点病院
【済生会川口総合病院(現況報告:平成21年 2′
1未充足項目
がん対策情報センター相談支援センター相談員基礎研修会 (1)(2)の修了者
2充 足可能時期
平成22年3月 に、基礎研修会 (1)(2)の 修了者を新たに採用予定。

29 大
不 県



奈良県 平成 21年 4月 1日現在の指定状況と患者受療
「5ぼ票頁医療画質爺夏

『
語霜
~1

医霧目書爺お黒万菫量11奪景|
|ぞれ受け持つ。        |

①市立奈良病院(平成21年 2月 23日 )
②県立奈良病院(平成20年2月 8日 )
③天理よろづ相談所病院 (平成20年 2月 8日 )
④国保中央病院(平成19年1月 31日 )
⑤奈良県立.医科大学附属病院★(平成20年 2月 8
日)
⑥近畿大学医学部奈良病院(平成20年2月 8日 )
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※()内は平成20年 10月末提出の数値、下段は平成21年 10月末提出の数値 ※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたって表を作成してください。
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奈良県 平成22年度の指定推薦等状況と想定される患者受療

①は奈良医療圏東部及び南和 |

匡暦目書どお黒克富讐摯:奪景|

ぞれ受け持つ。        |

今回の指定推薦等に係る奈良県の考え方について

1.奈良医療圏における拠点病院の役割分担

① 地域における緩和ケアの推進口普及・人材養成
市立奈良病院:H24年度竣工を目処に、緩和ケア病床を新設

匡⇒奈良医療圏唯
―の緩和ケア病床として、緩和ケアの推進・普及・人材養成

② より高度で専門的ながん医療の提供(得意分野への特化)
県立奈良病院 :消化器、肝臓がん
市立奈良病院 :亭しがん、甲状腺がん及び緩和ケア

2.南和 医療圏 (空自の 医療圏 )へのがん医療 の支援

① 既存のがん診療連携拠点病院による連携→県全体としてがん医療を分担
(予防及び早期発見、治療、緩和ケア等)

南和医療圏は空自の医療圏であるため、
隣接医療圏にある⑤、③及びへき地医
療拠点病院である①の連携によリカバー
する。

④については緩和ケア等に強みを持つ
ため、拠点病院の指定を辞退した後も、
引き続き拠点病院との連携により空白医
療圏をカバーする。

①市立奈良病院(継続)
②県立奈良病院(更新)
③天理よろづ相談所病院 (更新)
④国保中央病院(辞退)
⑤奈良県立医科大学附属病院★(更新)
⑥近畿大学医学部奈良病院(更新)
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資料 1

島根県 平成 21年 4月 1日現在の指定状況と患者受療動向

」
赫     由雲医療日

大田醜 目

(空自の医療

①松江市立病院      (平 成20年 2月 8日 )
②松江赤十宇病院     (平成20年 2月 8日 )
③島根大学医学部附属病院★ (平成20年 2月 8日 )

8曇督量義:参炉重   ・1軍議::軍 :月 :目 |
⑥益田赤十宇病院     (平成20年 2月 8日 )1

隠岐医療日に住むがん患者
は、松江医療圏へ受診する

回
曇南医療圏に住むがん患者
は、松江・出雲医療ロヘ受診
する。①の病院が曇南医療圏
東部、③④の病院が雲南医療
口西部のがん患者をカバーす
る。

大田医療日に住むがん患者は、
出曇医療圏へ受診するため、③
④の病院でカバーする。
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※()内は平成20年¬0月 末提出の数値、下段は平成21年 10月 末提出の数値 ※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたつて表を作成してください。

島根県 平成 22年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動

①松江市立病院      (更 新)
②松江赤十宇病院     (更新)
③島根大学医学部附属病院★ (更新)
④島根県立中央病院    (更新)
⑤浜田医療センター    (更新)
⑥益田赤十字病院     (辞 退)

菫

年間

新入
院が
ん患
者数
(1月
～12
月 )

年間
新入
院患
者数
に占
める
がん
患者
の割
合
(96)

性
瘍
術
数

悪
腫
手
総

肺がん 胃がん手術
大腸がん手
術

肝臓がん 乳がん
年間患者実
数

(1月～12月 )

薬物療法の
べ患者数

緩和
ケア
チー
ム:こ

対す
る新
規診
療依
頼数
(0～ 1

月の
集計)

談
援

ン
ル

相
支

セ
」

談件
数 (6
‐7月
の集
計)

院
共
指

退
時

同

(6～ 7

月の

集計)

胸
術
開
手

腔
下
術

胸
鏡
手

腹

術

開

手

内視
鏡手
術
粘膜
切除
術

(EM
R)

開腹手
術

内
視
競
手
術

腹
術
開
手 離̈臨
法

癌
術
乳
手

乳房
再建
術 (乳
房切
除後)
二期
的に

行うも
の

外
射
体

照

小線
源治

療

競
鯖
数

外来
患者
数

更

新
公江市立病院

1213
1401
５．８‐劇

８２

８‐

(3

1

０

１１

(182 ４

α

２３‐

２５‐

“

３ 5

更

新
公江赤十字病 :3091

326:

(‖ 0

13 1

(1
‐９

２
‘ 1

２‐５

鍛

(118

12(

(14 ２‐

３

０

‘

★
更

新
島根大学医学
F附属病院

２９４‐

３。３

(300
31.1

８０

１６

(1

1

(1

1

(17

11

３４２

田

０４

３‐

1
２‐

２‐

″

３‘

更

新 県立中央病院
12919

2741

(223
21.(

４９

‐６‐

(

1

(1

1

２３

２‐

(3
１

■
1

７‐

捌

(1491

16(

３７

樹

(239〕

131

更

新
民田医療セン ５。３
げ
２２．７劉

４７

４

0 (3 ７‐

楓

２８‐

３

５７

，

辞

退
盛田赤十字病 ６６２

５７‐

(11.1

9J

４５

３‐

(0 (0 ●

鋭

６０

α

陽岐医療田 (離島)からの受診

雲南医療日に住むがん患者
は、松江・出雲医療ロヘ受診
する。①の病院が雲南医療圏
東部、③④の病院が雲南医療
田西部のがん患者をカバーす
る。

大田医療日に住むがん患者は、
出曇医療ロヘ受診するため、③
④の病院でカバーする。

益田医療日に住むがん患者は、浜日医療圏へ受診するため、
新たに⑤の病院でカバ…する。

隠岐医療圏に住むがん患者
は、松江医療圏へ受診する
ため、②の病院でカバーする

(空自の医

(空自の医療圏 )
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二次医療日とがん診療連携拠点病院との関係図

劇

シ
壁__´

(☆ :空自の医療圏)

(人口10万対)

○

O

★

0

松江 口出雲医療圏 各拠点病院がん入院患者 居住地医療圏別割合 (平成20年 1月 ～ 12月 )

松江市立病院
・松江医療圏南部の患者に対応しているほか、ヽ雲南医療圏東部の患者に対応

松江赤十字病院
・松江医療圏北部の患者に対応しているほか、隠岐医療圏の患者に対応

島根大学医学部附属病院
・出雲医療圏の患者に対応しているほか、雲南医療圏西部及び大田医療圏の患者に対応
・再発患者、難治性の患者を中心に、県内 (浜田医療圏・益田医療圏含む)の患者に対応

島根県立中央病院‐

・出雲医療日の患者に対応しているほか、雲南医療圏西部及び大田医療圏の患者に対応

浜田医療センター
・浜田医療圏の患者に対応しているほか、益田医療圏の患者に対応     ヽ

-290-                               ,

平成14年

医療圏別 患者住所地のがん受療率 (病院)
出典 :島根県患者調査
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病院名 松江圏 雲南日 出雲圏 大田圏 隠岐圏 その他

松江市立病院 86% 11% 1% 0% 1% 1%

松江赤十字病院 79% 7% 2% 0% 9% 2%

島根大学医学部附属病院
★

5% 13% 46% 15% 10/6 20%

島根県立中央病院 2% 10% 68% 15% 1% 4%

○
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宮崎県 平成 21年 4

rtノ υゝ
ノ
,

月 1日現在の指定状況と患者受療

、́_/‐
｀
7ン
計ヽ
ィト_ノ
/

/

本県では、従来から7つの2次医療圏を設けているが、
がん医療については、その診療の特殊性と専門性に

鑑み、2次医療圏の枠を超えた形でのがん医療の提
供体制を整備する必要があるため、4つのブロックから
なる「がん医療圏」を設定。
「宮崎県央がん医療圏」には2つの拠点病院が存在す
るが、①宮崎大学医学部附属病院は、都道府県がん
診療連携拠点病院として、県内全域をカバーする機関、
②県立宮崎病院は、宮崎県央がん医療圏の中核機関
として位置づけ。
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宮崎県南がん医療圏

①宮崎大学医学部附属病院★ (平成20年2月 8日 )
②宮崎県立宮崎病院 (平成20年 2月 8日 )
③宮崎県立日南病院(平成20年 2月 8日 )
④宮崎県立延岡病院(平成20年2月 8日 )
⑤国立病院機構都城病院(平成20年2月 8日 )



各病院における平成20年9月 1日時点と平成21年9月 1日時点の診療実績等の比較について  資料 2

宮崎県 平成22年度の指定推薦等状況と想定される患者受療
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指
定
推
薦
等
状
況

1.3病院を指定更新推薦。2病院は推薦辞退。
2.医療日の考え方については、変更なし。
3。「宮崎県央がん医療圏」には2つの拠点病院が存
在するが、①は、都道府県がん診療連携拠点病
院として、県内全域をカバ7する機関、②は、宮崎
県央がん医療自の中核機関として位置づけ。

4。 今回の辞退で、2医療圏ががん診療連携拠点病
院の空白医療日となるが、各がん医療圏には、現
在のがん診療連携拠点病院以外にがん医療の中
核を担える医療機関がなく、各医療日間の交通イ
ンフラも脆弱なため、引き続き辞退2病院も含めた
5病院を中心にがん医療に対応する。
(辞退2病院については、再指定に向け体制整備に努める)

患
者
受
療
動
向

1.患者住所の医療圏内の病院に入院する割合 (が
ん以外も含む)は、各医療圏とも約9割と高い。

2。「宮崎県央がん医療圏Jは、県内人口の5割近くが
集中。

宮崎県央がん医療圏

宮崎県南がん医療日

①宮崎大学医学部附属病院★ (更新)

②宮崎県立宮崎病院 (更新)

③宮崎県立日南病院 (辞退)

④宮崎県立延岡病院 (辞退)

⑤国立病院機構都城病院 (更新)
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今回の指定推薦等に係る都道府県の考え方について

県がん医療均てん化の制約条

○地理的制約
○脆弱な医療体制
○医師の不足

県土が南北に長いうえ、高速道などの交通網も未発達
がん医療の中核を担えるのは現在指定の5病院のみ
一部の診療科などでの深刻な医師不足

推薦に当たつての考え方

○フつの2次医療圏の枠を超えた形での4つの「がん医療圏」5病院でのがん医療の提供

宮崎大学医学部附属病院 (★都道府県がん診療連携拠点病院 )
・県内全域をカバー
・県内唯―の特定機能病院

県立宮崎病院 (県央地区がん医療圏)
・がん治療センター設置
・県内最多のがん治療件数

1県立延岡病院(県北地区がん医療圏・壁退)

| 
口県の地域医療支援病院に指定

| 
・県土の4割の面積の医療圏をカバー

県立日南病院 (県南地区がん医療圏ロ

・圏域最多のがん治療実績
口かかりつけ医との密接な連携

辞退 )国立病院機構都城病院 (県西地区がん医療圏 )
・政策医療の中でもがん医療に注力
・相談支援体制の充実

必須要件の未充足状況について

○一部の必須要件が未整備の状況。
○地域医療の抱える問題や、地方における医師・看護師等の深刻な不足など、それぞれの事情を掛酌いただき
指定更新について御配慮いただきたい。

病院名 未充足の要件 未充足の状況 未充足の理由・今後の充足の見込み

宮崎大学医学
部附属病院

当該都道府県におけるがん診
療連携拠点病院が作成してい
る地域連携クリティカルパスの
一覧を作成・共有していること

一覧が未作成 ●地域連携クリティカルパスが、県内のいずれのうこん診療連
携拠点病院に置 t生成されていない状況にあり、一覧が
作成できなし)状況
●宮崎大学医学部が設置する「宮崎県がん診療連携協議会」
に地域連携クリティカルバス専門部会を設置したところであり
、今後県統一の地域連携クリティカルパスの作成・共有等を
行う(平成23年 10月 末までには、当該要件を充足する予定)

宮崎県立

宮崎病院

緩和ケアチームに、専従の緩和
ケアに携わる専門的な知識及
び技能を有する常勤の看護師
を1人以上配置していること

専従看護師が

不在

●緩和ケアチームに兼任の看護師は複数いるが、看護師自
体が不足しており、常勤看護師の確保が困難な状況
●平成22年 4月 から定員増により専従看護師を確保し、要件
の充足予定

相談支援センターに国立がんセ
ンターがん対策情報センターに
よる研修を修了した専従及び専
任の相談支援に携わる者をそ
れぞれ 1人以上配置しているこ
と

専従相談員が

研修受講要件

を未充足

●相談員が退職後、確保に難航。H21年 10月 に専従相談員を
採用しため、研修受講要件が充足できない状況
●研修受講要件を満たす相談員もいるが、退院調整などの業
務も兼任しており、専従要件を充足できない状況
●専従相談員については、来年度研修を受講させ要件を充足
予定

国立病院機構

都城病院

専従の病理診断に携わる医師
を1人以上配置していること

専従医師が不
在

●常勤医を前提に求人を行つているが、現時点で確保の目処
が立っていない
●現在は、非常勤医師 (1名 )とインターネッHこよる遠隔診断
で対応
●平成22年 4月 からは、非常勤医師をさらに1名追加し、術
中迅速病理診断等にも不足のない体制を構築する予定
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沖縄県 平成 21年 4月 ¬

…

糸電

日現在の指定状況と患者受療鰈

,1ト
・県

①琉球大学医学部附属病院★
(平成20年 2月 8日 )

②沖縄県立中部病院  (平成19年 1月 31日 )
③那覇市立病院   (平成20年 2月 8日 )
④北部地区医師会病院 (平成20年 2月 8日 )

放射線療法につい
ては、中部保健医
療圏と南部保健医
療圏のがん診療連
携拠点病院等と連
携してがん患者を
カバーする。 島

海
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鵬
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沖縄本島のがん診療連携拠点病院等の専門的な
がん医療機関と連携を取りながら、県立病院を中心
にがん診療を充実することとしている。



※()内は平成20年 10月 末提出の数値、下段は平成21年 10月 末提出の数値 ※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたつて表を作成してください。
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0

南部保健医療日

湘□
県 平成22年度の指定推薦等状況と想定される患者受療黎喜

亘∃

①琉球大学医学部附属病院★ (更新)
②沖縄県立中部病院     (更新)
③那覇市立病院       (更新)
④北部地区医師会病院(放射線治療機器の整備

について指定要件未充足)

(空白の医療□ )

繊
鵬
∝躙
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(空自の医療□ )

宮古・八重山保健医療圏においては、県立病院を中心に

医療連携によるがん診療を充実を図るとともに、がん診療
連携拠点病院、沖縄県等が「沖縄県がん診療連携協議
会」において構築された連携協力体制を活用して、がん医
療の均てん化に向け更なる支援を行う。

地域のがん診療の中核医療機関として、北部地区医師
会病院を中心にがん医療提供体制を推進する。

放射線療法については、中部保健医療圏と南部保健医
療圏のがん診療連携拠点病院等と連携してがん患者を
カバーする。
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1 がん診療連携拠点病院の整備に関する基本的な考え方

沖縄県では、これまで県内の5つの2次医療圏中、平成18年度までに沖縄本島3医療圏 (北部・中部 。南部保健医
療圏)で地域がん診療連携拠点病院を整備し、平成19年度には都道府県がん診療連携拠点病院の整備を行い、がん医
療の均てん化を推進してきました。

けT采
"匡

l尋梶ξ斌諸ぎ乱家電詈浴総嚢騨ξ』蓄雷讐型」ま
いても、がん診療嘩拠点病院を中心的役割として位置づ
しており、平成20年度から都道府県がん診療連携拠点病院

である琉球大学医学部附属病院に設置している「沖縄県がん診療連携協議会」において、がん診療連携拠点病院を中
心に、県、専門的がん医療機関、関係団体等の連携協力体制のもと、がん医療提供体制の構築が図られつつあるとこ

'

ろです。
_本 県の全てのがん診療連携拠点病院については、平成20年3月1こ示された―fがん診療連携拠点病院の整備 Iご関する指
針」に基づき、平成21年度末までの「みなし指定」となっておりますが、各保健圏域におけるがん医療提供体制及び
指定充足状況等を勘案し、指定更新の推薦を行うこととしております。

"llllが

4.`●■l■ ll“
^ : 

‐
   餞 ,..,,,萬

=:2 沖縄県のがん医療対策におけるがん診療連携拠点病院の取組                  rl′ .1`i

本県のがん医療対策については、沖縄県がん診療連携協議会及び専門   
‐

[8::i[ラ曾li[iil:][!]lilii[li[息[[i 〔童][±J[1][i⊃ [主⊃直関、関係団体等の協力体制のもと、「緩和ケア」について
に基づ <がん診療を担う医師を対象とした緩和ケア研修会
圏域での企画・実施、緩和ケアに関する意識調査及び現況
「地域がん診療体制の構築」については、平成21年 11月 20
関する地域連携クリティカルバスの作成 。医師等を対象と
開催、がん早期診断のための医師向け研修会の企画・実施、「相談支援」については、県全体のがん種別セカンドオ
ピニオンリス トの作成、各医療機関のがん相談実務者リス

1窯席馨短喜奥Fふ尤二票

`客

標秀診奪窪桑亮口属腫で言
(がん患者必携)の作成を行っております。また、がん検 |

がん患者サロン・タウンミーティングの開催を行うなど、中心的役割を担っております。
さらに、離島医療圏域 (宮古・八重山保健医療圏)においても、県立病院と連携して平成22年 2月 に緩和ケア研修会
の開催、地域連携クリティカルバスの研修会の開催を予定しており、がん医療の均てん化推進に積極的な取組を実施
しているところです。
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3 がん診療連携拠点病院の概要

(1)琉球大学医学部附属病院 (都道府県がん診療連携拠点病院)

:[][][[]][[litillillififli[]]]lil:』 :lililiIIII:シキi勇讀、
カルバスの整備について、電子カルテシステムヘの移行に伴う不具合に

虜讐晟青お菖昌套程出資月当窯墨蔭暮ピ:雪盾留乗員混慮F[県芳炉鼻編島言軍ι奮展』を進ゝ専よ〒雪をボ窮層ξttξ横姜子i号医師等

(2)沖縄県立中部病院 (地域がん診療連携拠点病院 :中部保健医療圏)
県立中部病院は、本県医療の基幹的機能を有する病院として、全圏域を対象に救命救急機能や高度・特殊医療を提供する役害1を担うと

::[誓i:i[|:[11[ll             i輻 ::             :i]与li

(3)那覇市立病院 (地域がん診療連携拠点病院 :南部保健医療圏)

鯉駄撃凛 Ll慧£県脈ゴf働鰐尤蠣鋳形糀勇乗
"織

紺瀧 錦動罵亀格なきがん医療の均て
“
ヒ

を推進するとともに、がん患者サロンの設置を行うなど積極的ながん患者支援の強化を図っています。
今後も本県南部保健医療圏のがん診療体制の中心的役割を担つていくことが期待されています。

(4)北部地区医師会病院 (地域がん診療連携拠点病院 :北部保健医療圏)

健産馨醤暦5票方勿婚島 ll汚緊怒奮滉 ll鍵1でよ肇ξf携
拠点病院の指定を受け、平成20年 2月 に指定更新を行つており、本県の北部保

指定要件である、放射線治療機器および設置室の整備については

を遣]弩言埜81『
従事者の配置も含め、当該病院、県及び県内のが

ん専門イヒで構成する沖細県がん診療連携拠点病院検討会の中で検討

テ:多重言鱈奮[楊』‖』ねi5醤 [言:i]]li:を ;]:FE言 24示ζ/旦勿霊獣凛程甚進昌h膚諮澪塚ぜ曇撃昌讐せT劣訴重

][言言:8:[ll];II:堡 [言
「
[:こ言i:甚醤∬[言讐lII[:なき:「言;FttL「 li[貫署I菫【:[::言I[

保庭雀轟茜葛だ1髯著甲露瑾躍認冗異露嘉鶉 :き鍮 撃ザタ
医療を提供する体制の構築、緩和ケア体制の確保など

:北
部
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国立がんセンターの独立行政法人化によるがん診療連携拠点病院としての

取扱について

I 現 状
1 がん対策基本法における国立がんセンターの位置づけについて
平成 19年 4月 より施行された「がん対策基本法」 (平成 18年 6月 23日 付け法
律第 98号 )第 ¬5条 2項において、国及び地方公共団体は、がん患者に対し適切な
がん医療が提供されるよう、国立がんセンター、前項の医療機関その他の医療機関等

の間における連携協力体制の整備を図るために必要な施策を講ずるものとすると定

めており、平成 19年 6月 に閣議決定された「がん対策推進基本計画」において、国
立がんセンターは、我が国のがん対策の中核的機関であり、拠点病院への技術支援や

情報発信を行うなど、我が国全体のがん医療の向上を牽引していくことと位置づけて

いるところ。

2 国立がんセンターのがん診療連携拠点病院の指定について
国立がんセンター中央病院及び東病院は、「がん診療連携拠点病院の整備について」

(平成 20年 3月 1日 付け健発第 0301001号 厚生労働省健康局長通知。)に規
定するとおり、がん診療連携拠点病院とみなし、特に他のがん診療連携拠点病院のヘ

の診療に関する支援及びがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師その

他の医療従事者の育成等の役害J担 うものとしているところ。

3 国立がんセンターの業務実績について
従来、国立がんセンターにおいては、院内がん登録や相談支援業務等の技術的支援、

がん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者への各種

研修、全国から集約されたデータを分析し情報を発信する等について実施していると

ころ。

今後の取扱について

国立がんセンター (中央病院、東病院等)は、平成22年度から独立行政法人イヒさ
れることとなつている。しかしながら、これまでの業務実績を勘案し、従来どおり我

が国のがん対策の中核的機関としての役割を継続して担うこととする。



第 6回がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会

参考資料

参考資料 1 がん診療連携拠点病院の整備について (平成 20年 3月 1日付け
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1

参考資料 2 がん診療連携拠点病院の指定更新等に向けた留意事項について
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健 発 第

平 成 2

0301001号

0年 3月 1日

各都道府県知事 殿

厚生労働省健康局長

がん診療連携拠点病院の整備について

我が国のがん対策については、がん対策基本法 (平成 18年法律第 98号 )及び同
法の規定に基づく「がん対策推進基本計画」 (平成 19年 6月 15日 閣議決定。以下
「基本計画」とい う。)に より、総合的かつ計画的に推進 しているところである。
がん診療連携拠点病院については、全国どこでも質の高いがん医療を提供すること

ができるよう、がん医療の均てん化を戦略 日標 とする 「第 3次対がん loか年総合戦
略」等に基づき、その整備を進めてきたところであるが、基本計画において、更なる

機能強化に向けた検討を進めていく等とされていることから、 「がん診療連携拠点病

院の指定に関する検討会」を開催 し、指定要件の見直し等について検討を進めてきた

ところである。

今般、この検討会からの提言を踏まえ、 「がん診療連携拠点病院の整備に関する指

針」 (以下
「指針」という。)を別添のとお り定めたので通知する。

ついては、各都道府県におかれては、指針の内容を十分了知の上、がん患者がその

居住する地域にかかわらず等 しくそのがんの状態に応 じた適切ながん医療を受けるこ

とができるよう、がん診療連携拠点病院の推薦につき特段の配慮をお願いする。

また、指針に規定する「新規指定推薦書」等については、別途通知するので留意さ

れたい。

おつて、 「がん診療連携拠点病院の整備について」 (平成 18年 2月 1日 付け健発
第0201004号厚生労働省健康局長通知)は、平成 20年 3月 31日 限 り廃止する。
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がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

I がん診療連携拠点病院の指定について
1 がん診療連携拠点病院 (都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連携
拠点病院をい う。以下同じ。)は、都道府県知事が 2を踏まえて推薦する医療機
関について、第二者によって構成される検討会の意見を踏まえ、厚生労働大臣が

適当と認めるものを指定するものとする。

2 都道府県は、専門的ながん医療の提供等を行 う医療機関の整備を図るととも
に、当該者β道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか、がん患者

に対する相談支援及び情報提供を行 うため、都道府県がん診療連携拠点病院にあ

つては、都道府県に 1カ 所、地域がん診療連携拠点病院にあっては、 2次 医療圏

(都道府県がん診療連携拠点病院が整備 されている 2次 医療圏を除く。)に 1カ

所整備するものとする。ただし、当該者『道府県におけるがん診療の質の向上及び

がん診療の連携協力体制の整備がよリー層図られることが明確である場合には、

この限りでないものとする。なお、この場合には、がん対策基本法 (平成 18年
法律第 98号 )第 11条第 1項に規定する都道府県がん対策推進計画との整合性
にも留意すること。

3 国立がんセンター中央病院及び東病院は、この指針で定めるがん診療連携拠点
病院とみなし、特に、他のがん診療連携拠点病院への診療に関する支援及びがん

医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成等の

役割を担 うものとする。

4 厚生労働大臣は、がん診療連携拠点病院が指定要件を欠くに至ったと認めると
きは、その指定を取 り消すことができるものとする。

Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について
1 診療体制
(1)診療機能
① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供
ア 我が国に多いがん (肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び乳がんをい
う。以下同じ。)そ の他各医療機関が専門とするがんについて、手術、放
射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び緩和ケア

(以下 「集学的治療等」とい う。)を提供する体制を有するとともに、各
学会の診療ガイ ドラインに準ず る標準的治療 (以 下 「標準的治療」 とい

う。)等がん患者の状態に応 じた適切な治療を提供すること。
イ 我が国に多いがんについて、クリティカルパス (検査及び治療等を含め
た詳細な診療計画表をいう。)を整備すること。
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ウ がん患者の病態に応 じたより適切ながん医療を提供できるよう、キャン
サーボー ド (手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技

能を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状、状

態及び治療方針等を意見交換・共有・検討・確認等するためのカンファレ

ンスをい う。以下同じ。)を設置し、定期的に開催すること。
② 化学療法の提供体制
ア 急変時等の緊急時に (3)の②のイに規定する外来化学療法室において
化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保すること。

イ 化学療法のレジメン (治療内容をい う。)を 審査 し、組織的に管理する
委員会を設置すること。なお、当該委員会は、必要に応 じて、キャンサー

ボー ドと連携協力すること。

③ 緩和ケアの提供体制
ア  (2)の ①のウに規定する医師及び (2)の②のウに規定する看護師等
を構成員 とする緩和ケアチームを整備 し、当該緩和ケアチームを組織上明

確に位置付けるとともに、がん患者に対 し適切な緩和ケアを提供すること。

イ 外来において専門的な緩和ケアを提供できる体制を整備すること。
ウ アに規定する緩和ケアチーム並びに必要に応 じて主治医及び看護師等が
参加する症状緩和に係るカンファレンスを週 1回程度開催すること。
工 院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケアチームによる診察が受けら
れる旨の掲示をするなど、がん患者に対 し必要な情報提供を行 うこと。

オ かか りつけ医の協力 。連携を得て、主治医及び看 H‐3師がアに規定する緩

和ケアチームと共に、退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上必要

な説明及び指導を行 うこと。

力 緩和ケアに関する要請及び相談に関する受付窓口を設けるなど、地域の
医療機関及び在宅療養支援診療所等 との連携協力体制を整備すること。

④ 病病連携・病診連携の協力体制
ア 地域の医療機関から紹介 されたがん患者の受入れを行 うこと。また、が
ん患者の状態に応 じ、地域の医療機関へがん患者の紹介を行 うこと。

イ 病理診断又は画像診断に関する依頼、手術、放射線療法又は化学療法に
関する相談など、地域の医療機関の医師と相互に診断及び治療に関する連

携協力体制を整備すること。

ウ 我が国に多いがんについて、地域連携クリティカルパス (がん診療連携
拠点病院 と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表、共同診療計画表

及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を体

系化 した表をいう。以下同じ。)を整備すること。
エ ウに規定する地域連携クリティカルパスを活用するなど、地域の医療機
関等 と協力 し、必要に応 じて、退院時に当該がん患者に関する共同の診療

計画の作成等を行うこと。
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⑤ セカン ドオピニオンの提示体制
我が国に多いがんについて、手術、放射線療法又は化学療法に携わる専門

的な知識及び技能を有する医師によるセカン ドオピニオン (診断及び治療法

について、主治医以外の第二者の医師が提示する医療上の意見をいう。以下

同 じ。)を提示する体制を有すること。
2)診療従事者
① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置
ア 専任 (当 該療法の実施を専ら担当していることをい う。この場合におい
て、 「専ら担当している」 とは、担当者 となつていればよいものとし、そ

の他診療を兼任 していても差 し支えないものとする。ただし、その就業時

間の少なくとも 5割以上、当該療法に従事 している必要があるものとす

る。以下同じ。)の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医
師を 1人以上配置すること。なお、当該医師については、原則 として常勤

であること。また、専従 (当 該療法の実施 日において、当該療法に専ら従

事 していることをいう。この場合において、 「専ら従事 している」 とは、

その就業時間の少なくとも 8割以上、当該療法に従事 していることをい

う。以下同じ。)で あることが望ましい。
イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以上
配置すること。なお、当該医師については、原則 として常勤であること。

また、専従であることが望ましい。

ウ  (1)の ③のアに規定する緩和ケアチームに、専任の身体症状の緩和に
携わる専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以上配置すること。な

お、当該医師については、原則として常勤であること。また、専従である

ことが望ましい。

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに、精神症状の緩和に携わる
専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以上配置すること。なお、当該

医師については、専任であることが望ましい。また、常勤であることが望

ましい。

工 専従の病理診断に携わる医師を 1人以上配置すること。なお、当該医師
については、原則として常勤であること。

② 専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置
ア 専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を 1人以上配置するこ
と。

専任の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画

補助作業等に携わる常勤の技術者等を 1人以上配置すること。

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師を
1人以上配置すること。

(3)の ②のイに規定する外来化学療法室に、専任の化学療法に携わる
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専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を 1人以上配置すること。な

お、当該看護師については、専従であることが望ましい。

ウ  (1)の ③のアに規定する緩和ケアチームに、専従の緩和ケアに携わる
専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を 1人以上配置すること。

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに協力する薬剤師及び医療心
理に携わる者をそれぞれ 1人以上配置することが望ましい。
工 細胞診断に係る業務に携わる者を 1人以上配置することが望ましい。
③ その他
ア がん患者の状態に応 じたより適切ながん医療を提供できるよう、各診療
科の医師における情報交換・連携を恒常的に推進する観点から、各診療科

を包含する居室等を設置することが望ましい。

イ 地域がん診療連携拠点病院の長は、当該拠点病院においてがん医療に携
わる専門的な知識及び技能を有する医師の専門性及び活動実績等を定期的

に評価 し、当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制 を整備するこ

と。なお、当該評価に当たっては、手術・放射線療法 。化学療法の治療件

数 (放射線療法・化学療法については、入院・外来ごとに評価することが

望ましい。 )、 紹介 されたがん患者数その他診療連携の実績、論文の発表

実績、研修会 。日常診療等を通 じた指導実績、研修会・学会等への参加実

績等を参考 とすること。

(3)医療施設
① 年間入院がん患者数
年間入院がん患者数 (1年間に入院 したがん患者の延べ人数をいう。)が
1200人 以上であることが望ましい。
② 専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置
ア 放射線治療に関する機器を設置すること。ただし、当該機器は、リニア
ックなど、体外照射を行 うための機器であること。

イ 外来化学療法室を設置すること。
ウ 集中治療室を設置することが望ましい。
工 白血病を専門とする分野に掲げる場合は、無菌病室を設置すること。
オ がん患者及びその家族が ,い の悩みや体験等を語 り合 うための場を設ける
ことが望ましい。

③ 敷地内禁煙等
敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に取 り組むこと。

2 研修の実施体制
(1)原則 として、別途定める「プログラム」に準拠 した当該 2次医療圏において
がん医療に携わる医師を対象 とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に実施

すること:

(2)(1)の ほか、原則として、当該 2次医療圏においてがん医療に携わる医師
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等を対象 とした早期診断及び緩和ケア等に関する研修を実施すること。なお、

当該研修については、実地での研修を行 うなど、その内容を工夫するように努

めること。

(3)診療連携を行っている地域の医療機関等の医療従事者も参加する合同のカン
ファレンスを毎年定期的に開催すること。

3 情報の収集提供体制
(1)相 談支援センター

①及び②に掲げる相談支援を行 う機能を有する部門 (以下 「相談支援セ ン

ター」 とい う。なお、相談支援センター以外の名称を用いても差 し支えない

が、その場合には、がん医療に関する相談支援を行 うことが分かる名称を用い

ることが望ましい。)を設置し、当該部門において、アからキまでに掲げる業
務を行 うこと。なお、院内の見やすい場所に相談支援センターによる相談支援

を受けられる旨の掲示をするなど、相談支援センターについて積極的に広報す

ること。

① 国立がんセンターがん対策情報センター (以下 「がん対策情報センター」
という。)に よる研修を修了した専従及び専任の相談支援に携わる者をそれ
ぞれ 1人以上配置すること。

② 院内及び地域の医療従事者の協力を得て、院内外のがん患者及びその家族
並びに地域の住民及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備するこ

と。また、相談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体との連携協力体

制の構築に積極的に取 り組むこと。

<相談支援センターの業務>
ア がんの病態、標準的治療法等がん診療及びがんの予防 。早期発見等に
関する一般的な情報の提供

イ 診療機能、入院・外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野・
経歴など、地域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集、提供

ウ セカン ドオピニオンの提示が可能な医師の紹介
工 がん患者の療養上の相談
オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の
事例に関する情報の収集、提供

カ アスベス トによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談      |
キ その他相談支援に関すること

(2)院内がん登録
① 健康局総務課長が定める「標準登録様式」に基づく院内がん登録を実施す
ること。

② がん対策情報センターによる研修を受講した専任の院内がん登録の実務を
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担 う者を 1人以上配置すること。

③ 毎年、院内がん登録の集計結果等をがん対策情報センターに情報提供する
こと。

④ 院内がん登録を活用することにより、当該都道府県が行 う地域がん登録事
業に積極的に協力すること。

(3)そ の他
① 我が国に多いがん以外のがんについて、集学的治療等を提供する体制を有
し、及び標準的治療等を提供 している場合は、そのがんの種類等を広報する

こと。

② 臨床研究等を行つている場合は、次に掲げる事項を実施すること。
ア 進行中の臨床研究 (治験を除く。以下同じ。)の概要及び過去の臨床研
究の成果を広報すること。

イ 参加中の治験について、その対象であるがんの種類及び薬剤名等を広報
することが望ましい。

Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件について
医療法第 4条の 2(昭和 23年法律第 205号 )に基づ く特定機能病院を地域が
ん診療連携拠点病院 として指定する場合には、Ⅱの地域がん診療連携拠点病院の指

定要件にカロえ、次の要件を満たす こと。

1 組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対 し放射線療法を行 う機能を有
する部門 (以下 「放射線療法部門」という。)及び組織上明確に位置付けられた
複数種類のがんに対 し化学療法を行 う機能を有する部門 (以下 「化学療法部門」

とい う。)をそれぞれ設置 し、当該部門の長 として、専任の放射線療法又は化学
療法に携わる専門的な知識及び技能を有す る常勤の医師をそれぞれ配置するこ

と。なお、当該医師については、専従であることが望ましい。

2 当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の医師等に対 し、高度のがん医
療に関する研修を実施することが望ましい。

3 他のがん診療連携拠点病院へ診療支援を行 う医師の派遣に積極的に取 り組むこ
と。

IV 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について
者「道府県がん診療連携拠点病院は、当該都道府県におけるがん診療の質の向上及

びがん診療の連携協力体制の構築に関し中心的な役割を担い、Ⅱの地域がん診療連

携拠点病院の指定要件に加え、次の要件を満たすこと。ただし、特定機能病院を都

道府県がん診療連携拠点病院 として指定する場合には、Ⅲの特定機能病院を地域が

ん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に加え、次の要件 (1を除く。 )

を満たす こと。

1 放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し、当該部門の長 として、専
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任の放射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師

をそれぞれ配置すること。なお、当該医師については、専従であることが望まし

レヽ 。

2 当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師・
薬剤師・看護師等を対象とした研修を実施すること。

3 地域がん診療連携拠点病院等に対 し、情報提供、症例相談及び診療支援を行 う
こと。                                           |
4 者『道府県がん診療連携協議会を設置 し、当該協議会は、次に掲げる事項を行 う
こと。

(1)当 該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相談支援の提供体制その
他のがん医療に関する情報交換を行 うこと。

(2)当 該都道府県内の院内がん登録のデータの分析、評価等を行 うこと。
(3)が んの種類ごとに、当該都道府県においてセカン ドオピニオンを提示する体
制を有するがん診療連携拠点病院を含む医療機関の一覧を作成・共有 し、広報

すること。

(4)当 該者5道府県におけるがん診療連携拠点病院への診療支援を行 う医師の派遣
に係る調整を行 うこと。

(5)当 該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成 している地域連携クリテ
ィカルパスの一覧を作成 。共有すること。また、我が国に多いがん以外のがん

について、地域連携クリティカルパスを整備することが望ましい。

(6)Ⅱ の 2の (1)に基づき当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が実施
するがん医療に携わる医師を対象 とした緩和ケアに関する研修その他各種研修

に関する計画を作成すること。

V 既指定病院の取扱い、盤定 0撞定の夏新の整虚壬続等、撞量の見直し■び施行期 日
について

1 既にがん診療連携拠点病院の指定を受けている医療機関の取扱いについて
(1)「がん診療連携拠点病院の整備について」 (平成 18年 2月 1日 付け健発第
0201004号厚生労働省健康局長通知)の別添 「がん診療連携拠点病院の整備に

関する指針」に基づき、がん診療連携拠点病院の指定を受けている医療機関

(以 下 「既指定病院」 という。)に あつては、平成 22年 3月 末までの間に限
り、この指針で定めるがん診療連携拠点病院 として指定を受けているものとみ      ‐ |

なす。

(2)都道府県は、既指定病院を平成 22年 4月 1日 以降も引き続きがん診療連携
拠点病院として推薦する場合には、推薦意見書を添付の上、平成 21年 10月
末までに、別途定める「指定更新推薦書」を厚生労働大臣に提出すること。

(3)Iの 1及び 2、 ⅡからⅣまで並びに 3の (2)及 び (3)の 規定は、既指定
病院の指定の更新について準用する。
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2 指定の推薦手続等について
(1)者『道府県は、 Iの 1に基づく指定の推薦に当たっては、推薦意見書を添付の
上、毎年 10月 末までに、別途定める「新規指定推薦書」を厚生労働大臣に提
出すること。また、地域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病

院 として指定の推薦をし直す場合又は都道府県がん診療連携拠点病院を地域が

ん診療連携拠点病院として指定の推薦をし直す場合も、同様 とすること。

(2)が ん診療連携拠点病院は、都道府県を経由し、毎年 10月 末までに、別途定
める 「現況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。

3 指定の更新の推薦手続等について
(1)Iの 1の指定は、 4年 ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によ
って、その効力を失 う。

(2)(1)の 更新の推薦があった場合において、 (1)の期間 (以下 「指定の有
効期間」とい う。)の満了の日までにその推薦に対する指定の更新がされない
ときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその指定の更新がされるま

での間は、なおその効力を有する (Iの 1に規定する第二者によつて構成され

る検討会の意見を踏まえ、指定の更新がされないときを除く。)。

(3)(2)の 場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間
は、従前の指定の有効期間の満了の日の翌 日から起算するものとする。

(4)都道府県は、 (1)の更新の推薦に当たっては、推薦意見書を添付の上、指
定の有効期間の満了する日の前年の 10月 末までに、別途定める 「指定更新推
薦書」を厚生労働大臣に提出すること。

(5)Iの 1及び 2並びにⅡからⅣまでの規定は、 (1)の指定の更新について準
用する。

4 指針の見直しについて
健康局長は、がん対策基本法第 9条第 8項において準用する同条第 3項の規定
によりがん対策推進基本計画が変更された場合その他の必要があると認める場合

には、この指針を見直すことができるものとす る。

5 施行期 日
この指針は、平成 20年 4月 1日 から施行する。ただし、 Iの 3の (1)の①
及びⅡの 3の (2)の ②については、平成 22年 4月 1日 から施行する。また、
Ⅱの 1の (1)の ④のウについては、平成 24年 4月 1日 から施行する。
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がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

(定義の抜粋 )

1 我が国に多いが
肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び乳がんをいう。

2 クリティカルパス
検査及び治療等を含めた詳細な診療計画表をいう。

3 キャンサーボー ド
手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師その

他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状、状態及び治療方針等を意見交換

・共有・検討・確認等するためのカンファレンスをい う。

4 レジメ じ

治療内容をい う。

5 地域連携 ク リテ ィカルパ

がん診療連携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表、共同診療

計画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を体系

化した表をい う。

6 セカン ドオピニオ t
診断及び治療法について、主治医以外の第二者の医師が提示する医療上の意見を

いう。

17 専倒
当該療法の実施を専ら担当していることをいう。この場合において、 「専ら担当

している」とは、担当者となっていればよいものとし、その他診療を兼任していて

も差し支えないものとする。ただし、その就業時間の少なくとも5割以上、当該療

法に従事している必要があるものとする。

18 専徊
当該療法の実施 日において、当該療法に専ら従事していることをいう。この場合

において、 「専ら従事している」とは、その就業時間の少なくとも8割以上、当該

療法に従事していることをいう。
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法0

9 年間入院 がん

1年間に入院 したがん患者の延べ人数をいう。

組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行 う機能を有す

る部門をい う。

1 化学療法
組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し化学療法を行 う機能を有する

部門をい う。
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事 務 連 絡

平成 21年 6月 22日

各都道府県がん診療連携拠点病院担当課 御中

厚生労働省健康局総務課

が ん 対 策 推 進 室

がん診療連携拠点病院の指定更新等に向けた留意事項について

「がん診療連携拠点病院の整備について」 (平成 18年 2月 1日付け健発第 02010
04号 厚生労働省健康局長通知。以下「旧指針」という。)に基づき、平成 19年度まで
にがん診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」という。)の指定を受けていた医療機関につ
いては、平成 21年度末までの間に限り、「がん診療連携拠点病院の整備について」 (平成
20年 3月 1日 付け健発第 0301001号 厚生労働省健康局長通知。以下「新指針」と

いう。)に規定する拠点病院として指定を受けているものとみなしているところですが、
平成 22年度以降も引き続き指定を希望する場合は、平成 21年 10月 末までに、新指針
に規定する所定の要件を充足した上で、指定に係る更新申請を行う必要があります。

つきましては、別紙のとおり、新指針に基づく更新等に向けた留意事項を取 りまとめま

したので、本年 10月 末までに、新指針に基づき適切に更新等の手続きを行つていただく
ようお願い致します。

照会先 :健康局総務課がん対策推進室

鴨田、添島

丁EL 03-3595-2185  FAX 03-3595-2169

mall:soeJima― satomiOmhlw.go.Jp

-12-



(別 紙 )

【総論】

1.新指針に定めるとおり、都道府県がん診療連携拠点病院は、都道府県に 1カ 所、地
域がん診療連携拠点病院は、 2次医療圏 (都道府県がん診療連携拠点病院が整備され

ている 2次医療圏を除く。)に 1カ 所整備するものとする。ただし書き (「ただし、当
該都道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備がよリー層図られることが明確で

ある場合には、この限りでないものとする。」)は、 1つの 2次医療圏に複数の医療機
関が拠点病院として指定される可能性を積極的に認める規定ではない。

なお、 2次医療圏数を超える数の医療機関が拠点病院に指定されることとなる場合

については、

①  2次医療圏数を超える数の医療機関が拠点病院に指定されることによる、当該医
療圏や都道府県のがん診療体制における相乗効果が、都道府県の推薦意見書に数値

目標などを用い記載されていること、

②  2次医療圏数を超える数の医療機関を拠点病院に指定する理由として、単に人口
が多いということだけでなく、がん患者の通院圏域、拠点病院の機能的役割分担、

隣接する医療圏との関係等について、都道府県において説明があること、

③ 都道府県は、拠点病院の運営が適切に行われるための体制を確保するよう努める
こと、

が必須である。

2.2次 医療圏数を超えて拠点病院の推薦を行う場合には、都道府県内におけるがん診
療体制及び各拠点病院の役割等について再整理するとともに、その検討結果を都道府

県の推薦意見書に記載すること。

3.拠点病院の推薦に当たっては、過去の
会」の資料及び議事録を参考にすること

gO.jp/shingi/other.html#gansinryo)。

「がん診療連携拠点病院の指定に関する検討

(検討会のHPの ∪RL→ http://www.mhlw.

4.新規推薦及び指定更新については、推薦締切の10月 31日の時点で新要件を充足
している必要があり、例えば、平成21年度内に充足すればよいものではない。

5.例年、申請締め切り日の 10月 31日 を過ぎてからの提出や調整が生じるケースが
見られるが、新規指定及び更新業務を円滑に行うため、 10月 31日 までに当室との
調整等を終えていただくよう御願いする。
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※以下、「Ⅱの1の (1)の①のア」といつた記号は、新指針における項目を指す。

【診療体制】

1.Iの 1の (1)の①のア、イ、Ⅱの 1の (1)の④のウ、Ⅱの 1の (1)の⑤につ
いては、我が国に多いがんすべてについて整備されていることをもって、要件充足と

なる。

【緩和ケアの提供体制】

1.Ⅱ の1の (1)の③のアに規定する「組織上明確に位置付ける」とは、具体的には、
院内規定の制定、院内組織図等による明示等の方法であつても差し支えない。

2.Iの 1の (1)の③のイに規定する「外来において専門的な緩和ケアを提供できる
体制」とは、医師による全人的な緩和ケアを含めた専門的な緩和ケアを提供する定期

的な外来であり、疼痛のみに対応する外来や診療する曜日等が定まつていない外来な

どは含まない。また、外来診療日については、外来診療表等に明示し、患者の外来受

診や地域の医療機関の紹介を円滑に行うことができるよう配慮すること。

【診療従事者】

.「専従」及び「専任」とは、当該医療機関における当該診療従事者が、「専従」につ

いては「8割以上」、「専任」については「5割以上」、当該業務に従事している者を
いう。

※「専従」が必須要件となつている診療従事者

病理診断に携わる医師、診療放射線技師、緩和ケアチームにおいて緩和ケアに携わる看護

自市

※「専任」が必須要件となつている診療従事者

放射線療法に携わる医師、化学療法に携わる医師、緩和ケアチームにおいて身体症状の緩

和に携わる医師、放射線治療機器の精度管理等に携わる技術者、化学療法に携わる薬剤師、

外来化学療法室において化学療法に携わる看護師

2.「常勤」とは、当該医療機関が定める 1週間の就業時間のすべてを勤務 している者

をいう。ただし、当該医療機関が定める就業時間が 32時間に満たない場合は、常勤
とみなさない。

「 X二
鬱贅最醤稔緑訴争最曇轟滝糧亀沐易籠軋肛理等に携わる技術者、化学療法に携わる薬剤師、
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外来化学療法室において化学療法に携わる看護師、緩和ケアチームにおいて緩和ケアに携わ

る看護師

※常勤の定義

「医療法第 21条の規定に基づく人員の算出に当たつての取扱い等についてJ(平成 10

年 6月 26日付け健政発第777号 '医薬発第 574号 、厚生省健康政策局長・医薬安全局
長連名通知)の別添「常勤医師等の取扱いについて」の 3(2)「病院で定めた医師の 1週

間の勤務時間が、 32時間未満の場合は、32時間以上勤務している医師を常勤医師とし、

その他は非常勤医師として常勤換算する」 (他の従業者について本規定準用)と の規定に基

づいている。                   ・

3.「専門的な知識及び技能を有する」とは、必ず しも特定の研修の受講や専門医資格

の保有等を必須要件とするものではない。

【医療施設】

1.Ⅱ の 1の (3)の②アに定める「放射線治療機器」とは、リニアック、マイクロト
ロン又はサイバーナイフ (体幹部及び頭頸部への照射が可能なものに限る。)を いう。
リニアックについては、平成 21年 10月 末までに設置されていることが必要であ
るが、やむを得ず設置が間に合わない場合、平成 21年 10月 末日までに一定の設置
に係る行為 (業者との契約等)が行われており、かつ、平成 22年 3月末日までに設
置が完了する場合においては、当室あて相談されたい。

2.Iの 1の (3)の③に定める「敷地内禁煙の実施等」とは、たばこ対策について積
極的に何らかの取組を行うにあたっての例として示したものであり、敷地内禁煙の実

施を必須要件とするものではない。

【研修】          ・

1.Iの 2の (1)に定める「プログラム」とは、「がん診療に携わる医師に対する緩
和ケア研修会の開催指針について」 (平成 20年 4月 1日付け健発第0401016
号厚生労働省健康局長通知)の別添 1を指すものであり、当該プログラムに基づく研
修が、平成 21年 10月 末までに、少な全とも 1回以上開催されている必要がある。
また、平成 21年 10月末以降については、毎年定期的に実施し、その実施状況に
ついて現況報告において報告すること。

2.Iの 2の (1)に定める「早期診断及び緩和ケア等に関する研修」とは、少なくと
も「早期診断」及び「緩和ケア」について、それぞれ実施することが必須である。
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【相談支援】

1.相談支援センターの相談員は、平成 21年 10月 末日までに、国立がんセンターが
実施する「相談支援センター相談員基礎研修 (1)」 及び「同 (2)」 を修了している

とともに、うち 1名 については「相談支援センター相談員基礎研修 (3)」 を修了し

ている必要がある。このため、平成 21年 10月 末日までに、当該職員に研修会を受
講させること。

2.相談支援センターの業務として掲げているⅡの 3の (1)の アからキの業務は、そ     ・
のすべてについて実施されていることが必須である。

3.相談支援センターにおける相談件数の数え方について、標準的な方法を下記のとお
りお示しするので、今回の申請以降は本方法にて相談件数を数えるようお願いする。

※相談件数把握の目的

相談支援センターの相談件数は、その活動状況を把握するための指標として、一日ごとの利用

者数を把握することにある。

なお、相談支援センターの相談件数とは、相談支援センターに所属している者が、相談支援セ

ンターの業務として、相談者に対応した件数である。

(1)対象
①相談支援センターに問い合わせのあつた相談をすべて対象とする。

②相談者の件数をカウントする。

③問い合わせには、 1)患者本人、2)家族・親戚、3)友人・知人、4)一般市
民、5)医療関係者等のいずれの場合も含まれる。

(2)カ ウントの方法

①同日に同一相談者が、相談支援センターを複数利用した場合には、その度に1件

とカウントする。

例 1)複数の相談者 (患者と娘)が、一緒に相談支援センターを利用した場合…・1件

例 2)複数の相談者 (患者と娘)が、ある日の午前中に、一緒に相談支援センターを利用し、その日の午後

3時に、再度患者と娘で相談支援センターを利用した場合・・・2件

例 3)複数の相談者 (患者と娘)が、ある日の午前中に、一緒に相談支援センターを利用し、その日の午後

3時に、娘だけ再度、相談支援センターを利用した場合…・2件

例 4)複数の相談者 (患者と娘)が、ある日の午前中に、一緒に相談支援センターを利用し、その次の日に

再度患者と娘で相談支援センターを利用した場合…・2件

②相談支援センターが相談を受けて、その対応のために、各部署や他機関等に問い

合わせをする場合には、相談支援センターの相談件数のカウントに含まない。
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③窓口で相談員や事務担当者、ボランティア等が振り分け業務をしている場合につ

いては、カウントしない。

【院内がん登録】

1.3の (2)の①に定める「標準登録様式」とは、「がん診療連携拠点病院で実施す
る院内がん登録における必須項目の標準登録様式について」 (平成 18年 3月 31日
付け健習発第0331001号 厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室長通知)咲 )

に定める様式である。

(※)最終改正 :「がん診療連携拠点病院で実施する院内がん登録における必須項目

の標準登録様式に係る改正等について」 (平成 18年 9月 7日 付け健総発第 0
907001号 厚生労働省健康局総務課長通知)(以下「改正版」という。)

2.がん登録実務者については、国立がんセンターが実施する「院内がん登録初級者研
修」を修了している必要がある。このため、平成 21年 10月 末日までに、当該職員
に研修会を修了させること。

なお、当該研修修了者は、専任 (当該実務者の当該業務への就業時間が 5割以上で

あること)である必要がある。

3.院内がん登録のがん対策情報センターヘの情報提供については、「改正版」又はそ
れに準拠する国立がんセンターにおいて提示されている「標準登録様式2006年 度
修正版」の様式を用い、平成 19年症例を平成 21年 3月 に提出していること。ただ
し、提出できなかつた場合は、提出できなかった具体的理由について記載した理由書

及び別途定める様式による調査票を提出する必要がある (様式及び提出期限について

は別途連絡 )。 また、予後調査の実施状況についても情報提供することが望ましい。

なお、平成 20年 2月 8日及び平成 21年 4月 1日 指定の拠点病院について、平成
19年は院内がん登録を行つておらず、同年症例が提出できない場合については、そ
の旨を回答する必要がある (様式及び提出期限については別途連絡)。

【特定機能病院について】

1.放射線治療部門及び化学療法音「門の長は、それぞれ専任かつ常勤の医師であること。

【都道府県がん診療連携拠点病院について】

1.放射線治療部門及び化学療法部門の長は、それぞれ専任かつ常勤の医師であること。
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【施行期日について】

1,Iの 3の (1)の①「がん対策情報センターによる研修を受講した専従及び専任の
相談支援に携わる者をそれぞれ 1人以上配置すること」及びⅡの3の (2)の②「が
ん対策情報センターによる研修を受講した専任の院内がん登録の実務を担う者を1人

以上配置すること」については、平成22年 4月 1日から施行することとしているの
で、平成21年 10月 末の申請時までに充足する必要がある。

2.Iの 1の (1)の④のウ「我が国に多いがんについて、地域連携クリティカルパス
を整備すること」については、平成24年 4月 1日から施行することとしているので、
平成23年 10月末の申請時までに充足する必要がある。

【その他】

1.今般の新型インフルエンザの発生に伴い、急速な患者数の増加が見られ、重症化の
防止に重点を置くべき地域及び感染の初期、患者発生が少数であり、感染拡大防止に

努めるべき地域の拠点病院については、当該地域において集会等の自粛が行われてい

る等の事情により、新指針の2の (1)か ら (3)に定める各種研修会の開催が困難
となつた場合は、当該事情の詳細な説明の上、開催を予定していた研修会の開催要綱

及び今後の開催計画を提出することにより、緩和措置を講じる可能性があるので、当

室あて相談されたい。

2.その他、新規及び更新申請について、新型インフルエンザの発生に伴い特段の支障
が生じる場合は、早めに当室あて相談されたい。

-18-



事  務
平成 21年 1

連  絡
0月 14日

各都道府県がん診療連携拠点病院担当課 御中

厚生労働省健康局総務課

が ん 対 策 推 進 室

平成 22年度がん診療連携拠点病院の指定推薦書の
記載方法及び指定要件についてのQ&A

「平成 22年度がん診療連携拠点病院の指定の推薦手続等について」(平成21年 9月 1日付

健総発0901第 1号 )に基づき、がん診療連携拠点病院の指定を希望する場合は、平成 21
年 10月 末までに、推薦書を紙媒体及び電子媒体 (CD一 R)で提出いただくことをお願いして
いるところです。各都道府県のご担当者様より寄せられました、推薦書の記載方法及び指

定要件についての質問に対する回答を、【男1添 1】 及び 【別添 2】 のQ&A集 に取りまと
めて回答いたします。推薦手続きにあたり、ご参考にしていただきますようお願いいたし

ます。

照会先 :健康局総務課がん対策推進室

鴨田、登美 (担当)

TEL 03-3595-2185

03-5253-1111(内 4604)

FAX 03-3595-2169

mail:mhlw― cancerOmhlw.go.jp
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ロックの解除を行い入力してみましたが、表紙シートの頁が上手く入力で
きません。具体的には、
・「連絡先」の頁に「1」 が入力できない。
・1項 目に複数のページがある場合、頁欄に「1～ 5」のような形での入力
ができない。
逆に複数のページになる場合の入力の仕方がありましたらご教示下さ
い 。

表紙が1ページとなるので、連絡先には2を入力してください
複数ページの場合は、先頭のページのみを記載してください。

新要件を充足している必要があり」と記載されており、事務連絡の趣旨と
矛盾するように思います。
様式4を記載するうえでは、あくまで平成21年 9月 1日時点の記載という

様式4の 冒頭に1平成21年 9月 1日 時点について記載」と示されていま
すが、6月 22日 付の事務連絡では、指定要件は、「10月 31日 の時点で

ただし、指定要件に関連する項目で、平成21年 9月 1日 時点で
未整備であつて10月 31日 までに整備・実施されることとなってい
る事項についてはその旨がん対策推進室にご―報の上、lo月 3

ついて記載」いただきますようお願いします。
に冨d載しているとお り、!半屁 21年 9月 1日 時 点 に

記載上の留意事項についての4に l様式4について～必ず0を記入する
こと」とありますが、「様式4については、結果的に網かけのあるところ以外 空欄がない状態にしてください。

がん診療連携拠点病院 新規指定・指定更新推薦書・現況報告書 記載方法Q&A集

【別添1】

1/12

【別添 1】

様式4

様式4について、特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指
定する場合の指定について本県では、特定機能病院が都道府県拠点病
院となつております。
その場合の記載事項についてご教示ください。がん診療連携拠点病院
の整備に関する指針によると「Ⅳ 都道府県がん診療連携拠点病院の指
定要件について」によれば『Ⅱの地域がん診療連携拠点病院の指定要件
に加え、次の要件を満たすこと。ただし、特定機能病院を都道府県がん診
療連携拠点病院として指定する場合には、Ⅲの特定機能病院を地域がん
診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に加え、次の要件を満
たすこと。』とありますので、Ⅲの特定機能病院を地域がん診療連携拠点
病院として指定する場合の指定要件を満たすのを確認する意味で、様式
4の特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指
定についての部分及び、別紙34-36の 記載が必要なのではないかと考
えます。
昨年度の現況報告では、様式4の特定機能病院を地域がん診療連携拠
点病院として指定する場合の指定についての部分の記載がなく、別紙34
-36のみ記載されています。今回の申請にあたっては、様式4の特定機
能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定について
の部分も含めすべてについての記載が必要との理解でよろしいでしょう
か _

様式4の特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指
定する場合の指定についての部分も含めすべてについての記載
が必要となります。ただし、別紙34、 35は 1回の記載で構いませ
ん。

6 様式4

様式4[1(1)診療機能 ②化学療法の提供体制 診療従事者」の項目
について、アとウの違いは、どのように書き分けたらよいでしょうか。アは
専従または専任医師数、ウ 専従医師数となっていますが、専従医師は
再掲 (内訳)でいいのでしょうか。
同様に、「④緩和ケア体制 診療従事者」について下記の違いについ
ても教えてください。
1ア、ウの違い ・
Iオ、キ、ケの違い
Ⅲセ、ソの違い

②化学療法の提供体制
ウ 専従医師数は再掲でよい

④緩和ケア体制 診療従事者
ウ 専従医師数は再掲
キ 専任または専従医師数は再掲
ケ 専従医師数は再掲
ソ 専従薬剤師数は再掲

7 様式4

様■4:1の (1,olじ ~■療法の提供体制の診原従事者のキ」について
「外来化学療法室における……看護師数」とありますが、別紙7に記載し
ている常勤の専任及び専従看護師数のうち外来化学療法室の看護師数
を記載するということでよろしいですか。それとも、別紙7に記載している常
勤の車411及 71童経看講師断券子のま主記載するのでl_■らか^

別紙7に記載している常勤の専任及び専従看護師数のうち外
来化学療法室の看護師数を記載してください。

-20…
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8 様式4

億氏41: 診憬い刊 :ヽプ 診環翻 E UlE子燎広の提供枠刺 機肩ヒ
ス レジメン内容について外部から監査を受けている」とありますが、この
『外部』という言葉が意味しているのは、例えばどんな組織なのでしょうか。
院外の誰かに監査を受けるイメージでしょうか。

外部委員を含む委員会で監査を受けることを想定しています。

9 様式4

様式411 診療体制 (1)診療機能 ⑤病理診断 ク 病理診断の結
果等について、患者本人や家族等が希望すれば病理担当医から直接説
明を受けることができる体制が整つている」について、規程やマニュアル等
が必要でしょうか。それとも、院内周知されていればよいのでしょうか。患
者本人や家族等にもその旨積極的に周知していなければならないのです
か。

規程やマニユアル等が整備されている必要はありません。体制
があるのであれば、周知されていることが望ましいです。

様式4

様式43病 院概要について
病院概要に関しては、昨年度と変化がない部分も多く、貼り付けをしたい
のですが、パスワードが表示されて貼付できないとの声があります。
セルの結合の関係で、単純に貼付できないということでしょうか。
病院名入力の関係のメールから推察すると(修正版)ファイルが最終版
で、これに文字を貼り付ける等の作業をして入力を進めるという理解でよ
ろしいでしょうか。

昨年度と変化のない部分もありますが、中には項目の変更等も
ありますので、確認しながら入力していただくよう、お願いします。

様式4
ほ=4i3情報提供杯

刷(1)相談更磯センター⑤」および1(2)1屍 内が
4′書僣② lの「童件‖二:士「車締 l十 ,含めてよいで|■らか^

「専従」も含めてください。

様式4

様式4:3(1)⑤のlがん情報センター」によう研修終了者」について、2
名が(1)(2)(3)の 研修を終了しており、(1)(2)ま での修了者がいない
場合は、様式4の 表では(1)(2)が 0でも上記の2名でA要件はクリアーさ
れている。との解釈でよろしいでしょうか。
またその場合は、(1)(2)の 修了者の欄が0でよろしいでしょうか^

(1)(2)の修了者数には、(1)(2)(3)の 修了者も含めて記載し
てください。

【別添1】

3/12

【別添1】

様式4
男Jイ紙30

様式4「 3(2)院内がん登録の⑤Jについて、「診療情報管理部門のス
タッフ数Jを記載するとのことですが、当院では院内がん登録部門と診療
情報管理部門が別に存在しており純粋に診療情報管理部門の人数を記
載してしまうとがん登録部門のスタッフ数が反映されません。つきまして
は、この箇所の記載方法について、
①がん登録部門の人数のみを記載
②がん登録部門と診療情報管理部門の総数を記載
③診療情報管理部門の人数を記載
の3パターンが考えられますがどのような記載にすればよいかご教示頂け
れば幸いです。
また別紙30についても同様に記載方法をご教示のほどよろしくお願い
いたします。

様式4「 3(2)院内がん登録の⑤」について、「診療情報管理
部門のスタッフ数Jは②がん登録部門と診療情報管理部門の総
数を記載してください。
(がん登録部門が診療情報管理部門に含まれることが一般的と
思われるが、がん登録部門が独立している場合は、がん登録部
門と診療情報管理部門の総数とする)

別紙30については、院内がん登録業務に携わっている全ての
スタッフ(診療録管理部門及び院内がん登録部門のスタッフ)を
記載してください。

様式4
様式4「3(3)その他の②の「イ 参加中の治験について、その対象で
あるがんの種類及び薬剤名等を広報することが望ましい。」
の回答欄 (はい・いいえ)がありません^

lイ 参カロ中の沿験について、その対象であるがんの種類及び
薬剤名等を広報することが望ましい。」については、1～ 5の回答
ル重相するf―め_量漁での同答l士不馨です_

様式4
様式413(8)②XttCT装置の台数」については別紙1の放射線治療
計画 車 用 CTの 台 数 11カ ウントl´て上いですか ^

カウントしないでください。

様式4

稼氏413(9,0診憬散酬にかかる施設基準手」につきまして、昨年度
の記載上の留意事項のQ&A Q6において(あり、なし)の回答について
は、「件数と同様に、6月・7月 時点での(あり。なし)で回答いただきたい」と
記載されておりますが、これは、6月 '7月 の件数が0件であれば、施設基
菫の届出はl´ていてキ」「なしレ同答するという越釈で上ろ1.いですか_

この場合は、6月・7月 の件数が0件であれば、施設基準の届
出はしていても「なし」と回答してください。

様式4
様式4「 3(9)診療報酬に係る施設基準等 ③診療報酬に係る施設基
準等」の「高エネルギー放射線治療の施設基準」は(M000)ではなく、(M
001)で よろしいでしょうか

^

M001の誤りです。次年度以降修正します。

様式4

様式4「 3(10)総職員数 (事務職員を含む)」には非常勤職員は含まれ
るのでしょうか。どのパターンに該当するか教えてください。
1常動のみ
2非常勤も含む総人数
n」Lttthttn,鮨闇不糧管l■」Ltt thi「 堂thち in】 f―■め

1 の「常勤のみJで、非常勤は該当しません。

…21-
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様式4

様式413(10)職員数②医師等の専門性に関する資格名に該当する
人数」について追加で5つしか記入できないとの質問がありましたが、当該
医療機関の昨年度の現況報告をみると脳卒中学会脳卒中専門医、心臓
外科専門医、胸部外科専門医、神経内科専門医、臨床検査専門医、糖尿
病専r5医、循環器専門医等が記載されています。
他の医療機関では、がんに関係するもののみ2つほど追加されていると
いう場合が複数ありました。がんに関係するものを中心に5つまで記載し
てい■だ〈ルのこルで上ろl_し でヽl´上うか^

がんに関連が深いものから5種類までに限り記載してください。

様式4

様式4「 3(10)職員数③その他の社団法人日本看護協会認定の専門
看護師・認定看護師」の所で、プルタブメニューから専門看護師・認定看護
師を選べるようになっていますが、プルタブメニュー以外の専門看護師・認
定看護師を記入する場合、どうすればよいのでしょうか。
プルタプメニュー以外の専Fl看護師・認定看護師は記入する必要はない
のでしようか。

がん診療に携わる医療従事者のみの資格状況を確認するもの
です。
プルタブメニューで選択出来ない資格については、記入する必
要はありません。

21 様式4

様式413(12)患者数'診療件数の状況 ①患者数等一年間外来患
者延数 (平成20年 1月 ～12月 )」について、がん患者が複数の診療科を受
診している場合で、受診した診療科でがん病名が付いていない場合は、カ
ウントするので1´ょうか^

受診した診療科でがん病名が付いていない場合はカウントしな
い扱いにしてください。

様式4
様式413(12)①思看数尋 年間外釆かん思者延数」
について、入院している患者が他科を外来で受診した場合は人数にカウ
ントl´てよいで1´上らか^

入院しているがん患者が他科を外来で受診した場合はカウント
しません。

様式4
様式4「 3(12)患者数・診療件数の状況 ②麻酔及び手術等の状況、
ア悪性腫瘍手術総数」について、姑息的手術は除外してよろしいでしょう
0ヽ。

来年度以降は、姑息的手術も件数に含めていただきたいです
が、今年度は含めても含めなくても結構です。摘出術、切除術以
外の処置や姑息的術を含む場合は、「赤字Jで記載してください。

様式4
様式4「 3(12)患 者数・診療件数の状況②麻酔及び手術等の状況
(平成21年 6月 ～7月 )、 ア 悪性腫瘍手術総数Jこついては、摘出術、
切除術以外の処置も件数に含むのでしょうか。

来年度以降は、摘出術、切除術以外の処置も件数に合めてい
ただきたいですが、今年度は含めても含めなくても結構です。摘
出術、切除術以外の処置や姑息的術を含む場合は、「赤字」で記
載してください。

【別添1】

5/12

【別添1】

様式4

様式4:3病 院概要 (12)思者数 .診療件数の状況 ④がんに係る栗
物療法 アイヒ学療法のべ患者数」について、当該期間中に1人の患者が
同一レジメンで4回入退院を繰り返した場合、入院患者数としては「1人」と
「4人 ,のどちらになんのでしようか

^

4回の治療が1レジメンとなつている場合は1回と、1回毎に独
立したレジメンである場合は4回と数えてください。

様式4

様式413(12)患者数・診療件数の状況③放射線治療
患者実数 (平成21年 6月 ～7月 間に放射線治療が開始された患者実人
数 (新患十再患))の記載方法ですが、下記のような場合どのように記載す
ればよいてしょうか。
例 :平成21年 6月 に新患として肺がん(原発)で放射線治療を受け,同 7
月に脳に転移で再度放射線治療を受けた場合,肺がんの欄に2人と記載
して自いか

^

例のような場合は「2人」と記載してください。

様式4

様式4:3(12)③ 放射線治療 イ照射回数」について、肺がん他5大
がんについてのものですが、例えば、肺がんであれば、肺への照射のみ
カウントすればよいのか、原発巣の他に転移部位への照射回数もカウント
すればよいのか r掛澤(だ六ぃ^

他の転移部位への照射回数もカウントしてください

様式4

様式4「3(12)③放射線治療の照射人数及び回数の記載」について、
当該施設においてリニアックの更新工事のため平成21年 6月～7月の間
に治療実績がない場合、直近の任意の2か月の実績を記載してよろしい
でしようか。

工事開始前直近の2か月の実績を記載してください。その場
合、様式4(機能別)放射線療法 オ測定機関名その他の場合の
欄(H列 53行)に「リニアックエ事のため、X月 一Y月 実績Jと記載し
てください。

様式4
様式413病 lF_概要 (12)思看数・診療件数の状況 ③放射線治療 ア
患者実数」について、肺・胃・肝・大腸・乳がん患者のみの積算ではなく、
全がんの放射線治療の実績を記入するのでしょうか。

「

の 理 合 下 絆 の 名 ポ ス,め 菌 罰 ルー 峙 l士十 ス,ボ ■ス :I、 不 |卜ら■、

通年のものは、全部位の実績の記入となります。

様式4

康式4「 3(12)患者数・診療件数の状況 ④がんに係る薬物療法 (平成
21年 6月 ～7月 )イ 化学療法のべ処方日数Jにおいて、一日に複数の薬
制を投与した場合、
。それぞれの薬剤についてカウントするのか
(一 日に3種の薬剤なら3件、というように)
・何種類の薬剤を投与しても、一日は一件と数えるのか
ビちらでしょうか。

何種類の薬剤を投与しても、一日は一件と数えてください。

様式4

様式413(12)思 看数・診療件数の状況④がんに係る栗物療法」の
ア薬物療法ののべ患者数
イ薬物療法ののべ処方日数
について、薬物療法とは注射、内服の両方を意味しますか。
士 f‐ 菌 R日 ぬ 捏 合 障 凛 ■々士 大熟 f―■.∩ ■合 入 士十 ム、

薬物療法に内服は含めないでください。

様式4
憬式4E股争現,における認疋看護B中の記載につきまして、既に記載さ
れているもの以外 (例 :透析看護認定看護師等)については、記入の必要
まないということでよろLいでしょうか

^

記入の必要はありません。
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様式4

様式4「 4がん診療連携拠点病院の指定要件等(1)診療機能②化学
療法の提供体制 診療従事者 ア 化学療法に携わる専門的な知識及び
技能を有する専従または専任医師数」について、昨年度の現況報告をみ
ると県内の拠点病院においても、0-2人程度の医療機関が5、 そのほか
は65人、42人と記載されています。実質的に、このような差があるとは思
えません。
支援委員会でも問題にはなったようですが、近隣県に聞いても明確な基
準は示すことができず、結局、「専門的な知識及び技能を有する」というの
は病院の判断となつています。
質問のあった医療機関では、5年以上化学療法に関わつたら専門医とし
て計上しているようです。専従、専任についての説明はしましたが、以下
の質問のようになっています。なんらかの基準を示すことができればと思
います。ご教示ください。
<病院からの質問文>
指定について病院長が判断した5年以上と定めていますが、全て兼任で
はなく、専任だと考えます。毎日、化学療法があれば、その体制が取れま
す。その関係から、各関係する診療科の医師は、専任と考えます。ご教示
をお願いします。

専任とするには、就業時間の少なくとも5割以上、がんの化学
寮法に従事している必要があります。

別紙3
ガリ泄3診療機能の6,7,8行 日についても保護がかかつて入力できま
せん。保護の解除は表紙のみとのことですが、どのように対応したらよろし
いですか

こちらも表紙と同様にロックを解除してください。

別紙3

別泄31口 肥がん・上顎がん・下顎がん」について l上 iinがん」と1下顎が
ん」の区分方法をご教示ください。
できれば、lcDコ ードをご提示いただけると、誤解がなくて大変助かりま

す ^

ICD-10の 項目では、左記のがんの区分はできません。
ICD-10の 区分については、以下を参照のこと。
nttp://www dis h u― tokyo ac Jp/byomei/10D10/C00-
D48 html

男11紙3

別紙31集字的治療」に関しては、上段の各治環法のところで記載した
担当診療科名を集学的治療欄に再度記載することとなるので省略できな
いでしょうか。
なお、昨年麿の様式では、斜線になっていまた́力^

各治療法の担当診療科の再掲ではなく、集学的治療の実施に
発わつている診療科を記入してください。
昨年度斜線となっていたのは、「左記の治療に対応する専門
矢1の欄であり_IB当診椿私1士確年ル日機です^

別紙 3
別紙3 診療機能 (専門分野等)血液腫場の治療内容中の放射線療
去について、小線源療法がありますが、全身照射の誤りではないでしょう
んヽ?

今年度は「4ヽ線源治療」として回答してください。

別紙4
別紙4院内クリティカルパスについて、平成21年 6～ 7月の適応数が0
昨であつても、整備しているパスがあれば、記載してよろしいでしょうか。

平成21年 6～ 7月の適応数を0件として、整備されている院内
クリティカルバスの名称を記載してください。

【別添1】
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別紙4

別紙4院内クリティパスカルについて、電子カルテパスシステムでは別
冊で添付することが難しい状況にあります。当院の現状ではオーパー
ビュー及びアルゴリズムのみ出力が可能です。出力可能なものを添付す
る対応でよろしいでしょうか。

出力可能なものを添付してください。

別紙4
別紙4電子カルテにてクリティカル′《スを管理している場合、添付ファイ
lしのとホリ画面のハードコピー存添付することでで上対 い́でl´上らか^

画面のハードコピーをお願いします。

別紙 5
Jllrlt5 1キ ヤンサーホードの開催実績 Jについて、6～ 7月 に異種がない
場合^参考に_子れ以●I・の日の合井記載 :´でキ,上いで|_■らか ^

6～ 7月 に実績がない場合に限り、他の月を記載してください。

別紙5

別紙5の記入例のようながん種ごとのカンファレンスのほかに、院内全て
を総括するキャンサーボードを昨年立ち上げ、2ヶ月に1回開催しているの
ですが、様式4の「院内でひとつのみ」の選択肢はこのようなケースの場合
に選択するのでしょうか。
またその場合、別紙5にはキャンサーボードのみ記載し、手しがんカンファ
レンスなどは記載しないのでしょうか。

そもそも、キャンサーボードとは手術、放射線療法及び化学療
法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師、その他の専門
を異にする医師等によるがん患者の症状、状態及び治療方針等
を意見交換、共有、検討、確認等するためのカンファレンスを言
います。
そのようなカンファレンスであれば、がん種ごとのものに加え院
内総括カンファレンスも含めて別紙5にご記載ください。そのキャ
ンサーボードがひとつしかない場合には、様式4「41(1)①
ク」において「院内でひとつのみJをご回答いただきますが、他の
がん種のキャンサーボードがある場合には「すべての臓器領域ご
と」又は「一部の臓器領域のみJをお選びいただくことになります。

別紙 5 別紙51キャンサーボードの体制および開催実績」の:キャンサーボー
ド」「がん種」欄のセル設定が折り返し表示ではないのですがこれについて
1士譜帝券亦百1_て上い7・ l_■ら力ヽ_

セル設定を変更して記載していただいて結構です。

労:l紙 7、 11、

16、 17、 27、

31、 38等

別紙 7、 11、 16、 17、 27、 31、 38等のシートについて、書く件数が多く
て書き切れず、シートが保護されていて行を増やすこともできません。
行が足りない場合、どのように対応させていただければよいのでしょう
か 。

入力欄が足りない場合、該当するシートをオリジナルシートの右
嚇にコピー作成し、不足項目を入力してください。

別紙 7、 8、
14、 15

別紙7、 8、 14、 15の 対象領域の経験年数は、他院での勤務状況の詳
細は把握できないため、当院における経験年数のみの記載でよいでしょう
か_

すべての経験年数を記載してください。

別紙 7、 19 別織
71化字原活」および 万り紙 19iSO体 制」について、専門性 (専門

戻等音格 )の欄にlt_指二戻■,謂齢可筆です力、_ 指導医も記載可能です。

-23-
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男11紙 9、 10、 1

「別紙9、 10、 12について紙媒体のみを提出」とありますが、これは紙媒
体のものに内容を記載したものを提出し、電子媒体には記載をしないもの
を提出するということでしようか。
この場合、項数が違ってきますがいかがでしょうか。

これは紙媒体のものに内容を記載したものを提出し、電子媒体
こは記載をしないものを提出してください。

男11繊 9、 10、 1

別紙 9、 10、 12について、これらだけ紙媒体 lのみ」提出と
されておりますが、病院側からは、印刷やページカウントの都合
上、エクセルの各シートに図を貼り付けたりして電子データで提出
できるのであれば、そのままエクセルのファイルで提出を受ける予
定です。
当然、他の別紙同様、紙媒体でも提出いたしますが、このような
エクセルファイルの形で提出するのは問題ないかご教示ください。
な 贅  離 生 唐 ま 不 I士 F_R籠 ふ り 士 半 ス,不 :■

別紙9、 10、 12について、紙媒体以外の媒体も併せて提出い
ただいて差しつかえありません。

別紙11

別紙11緩和ケアチームの症例ですが、診療終了日を7月 までとするの
か、診 療依頼日を7月 までとするのか、どちらでしょうか。診療終了日が
8月 、継続中の場合は書く必要がないのでしょうか。(もし継続中でも記載
対象となる場合は、「継続中」と診療終了日に入れることができない。)

6月 ～7月 の間に診療依頼がされたものを記載してください。
8月 以降継続された場合は、8月 以降の診療確認日を記載して
(ださい。

別紙11

別紙11において、診療依頼日と診療終了日がともに6月 1日である症例
があるのですが、終了日の6月 1日が入力できません。「ユーザー設定に
よつて、セルに入力できる値が制限される」というメッセージが出るのです
がどのようにすればよいでしょうか。

この場合は、「6月 2日 Jと記載してください。

別紙 13
別紙13「相談者の職種」はe ma‖相談についてではなく、当該担当窓
口全体の相談員の職種を記載するという認識でよろしいでしょうか。

当該担当窓口全体の相談員の職種を記載してください

別紙 13
別紙 13緩 和ケアの電詰相談に関する記載で、1予 約の姜合」l予約万
法、連絡先 Jについて、電話相談についての予約の必要の有無という意味
でl_■ らか _

電話相談についての予約の必要の有無を記載してください。

別紙 14

織lllケアチームにおいて冨動の早従看護帥が必須朱lTとなつており、万り
紙14にその専門性を記入することとなつているが、資格はないが、実務
経験が豊富で、事実上専門的な知識及び技能を有する者を記載 する場
合、「車門医等資格膀空欄としてよろしいですか。

「専門医等資格」の欄に「なし」と記載してください

別紙 15
別紙 15について、歯科医師も記入してよいですか (昨年度はよいという
ことでした)。 記入してよい場合は、ロック解除のパスワードのご連絡後に
磨絹
^畑
ふ修T十スル!ヽら

「
ル千士ス:i、子十ム、

歯科医師の場合、専門医等資格の欄に歯科医師を記載してく
ださい。

【別添1】
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別紙15
別紙15「病理」について、病理科部ではなく検査部の部長が、病理診
断に従事する時間が7割の場合、専任とするのですか。それとも、検査部
長を兼ねているため兼任とするがよいのでしょうか。

就業時間の少なくとも8割以上、病理診断に従事している場合
ま専従、5割以上8割未満の場合は、専任、5割未満の場合は兼
睡としてください。

別紙 16
別紙16紹 介・受入件数について、がん思看も含む宝体の件数でよろし
いでしょうか。
また、ここに記壺する医療機関名は6-7月 の

=締
でしようか ^

がん患者に関してのみ、6-7月 の実績を記載してください。

911紙 16
別 織 161地 域 の 隆原 機 関 へ の 診 環 又職 や病 摘 遅 携・病 診運 騰 の 杯
制」の表について単なる紹介・逆紹介を行うだけの施設については記載不
要と考えてよろしいですか。

がん患者について、病病連携、病診連携が行われている施設
こついて、記載してください。

別紙16

別紙161地域の医療機関への診療支援や病病運携・病診連携の体
制」の表で、21年度様式より追加された6～ 7月 の紹介・逆紹介件数につ
いて質問です。
上記紹介・逆紹介件数については、7月 の地域連携・ネットワーク調査と
同様、がんと確定診断をくだされた患者を母数として集計をしますが、がん
確定診断を下され、院内パん登録により登録された患者のデータについ
ては、21年 3月が直近データとなつており、6～ 7月分については順次登
録予定となつております。
上記のような状況にあるため、様式4(12)患者数・診療件数の状況中、
新入院患者数の()内のただし書きにあるように、「平成20年度の任意の
2ケ月Jという区分で記入してもよいでしょうか。今年度より追加された当該
調査項目の集計。公表の仕方 (―律公表か加工して公表か)や意味合い
等も、できましたら合わせてご教示ください。

6-7月 データがない場合は、その旨明記の上記載してください。
一律公表する予定です。

別紙 16
Bll泄 16について診療連携の因谷の例示として、覆7診景とありますが、
他に、どのような記赴例がありますか。

実際の連携内容を記載してください

別紙 16

別紙161病病連携・病診連携の体制」について
Эがん患者も含む全体の件数でよろしいでしょうか。
2今年度新たに上段の紹介数と受入数が追加されていますが、上段の内
容 にかかわらず、下段は従来どおり連携している医療機関名と連携内容
″記入でよろしいでしょうか。

①がん患者に関するものに限って記載してください。
②「平成21年 6月 から7月」に連携実績があつた医療機関を記載し
てください。

別紙17

別紙17は、別紙23、 24のように4月 から8月 以外の実績を記入する欄
がありませんが、期間外の実績を記入することはできないのでしょうか。
また、別紙17は、別紙23の研修会や別紙24のカンフアレンスに該当す
るようなものではなく、診療依頼の手続に関する説明会などを記載するも
のでl Jlら ■ヽ _

4月 から8月 の実績を記載してください。
該当期間に実績がない場合は、参考として期間外の実績を記
載してください。
カンフアレンスに該当するようなものではなく、診療依頼の手続
に聞する説田会なガ葬霊齢オス■,めです^
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別紙19

別紙19rセヵンドオピニオンを提示する体制」について
Э左から2番目の「H20年 1月から12月 の治療実績」とは、セカンドオピニ
オンから治療にいたった実績の有無でしょうか。それとも単に「セカンドオ
ピニオン提示実績Jの有無でしょうか。
②例えば自費診療のみとか、この申請書でのセカンドオピニオンの定義が
あれば教えてください。

Эセカンドオピニオンの実績ではなく、治療の実績を記載してくだ
さい。
Э「患者に対してセカンドオピニオン外来として紹介しているもの」
を記載してください。

別紙19

別紙19「セカンドオビニオンを提示する体制において」の専門医資格に
ついて、わが国に多いがんについては「1診療科につき関連するもの1つ
までJとなつており、わが国に多いがん以外のがんについては「1人につ
き、関連するもの3つまで」となっております。
肉 大 ぶ 里 な スの ネ十 五ヾ

「

め 中 圭 の ■ ■申 齢 十 ふ め ネ :卜 らム、

この定義のまま記載してください。

別紙 19
別紙19について、5大がんに関しては、専門医等資格に関して1診療科
こつき1つまでとなつていますが、複数の場合、優先順位をつけるのが難
でガ∩■ら1「コ計オカif■スll、不l}ら 力、

優元l lR位をつけるのが難しい場合にあつても、1診療科につき
もっとも代表的と思われる専門医等資格を1つに限定して記載し
てください^

別紙19
別紙19について、平成20年 1月から12月の治療実績の有無をOXで
記入する欄がありますが、ここで言う治療実績とは、当該病院における~セ
カンドオピニオンJの実績でよろしいでしょうか。

「セカンドオピニオン」の実績ではなく、治療の実績について記
入してださい。
なお、我が国に多いがん以外のがんについては、治療実績は
あるもののセカンドオピニオンに対応していない場合については
「面談を行う医師の所属診療科Jの所を空欄としてください。

別紙 21
別紙21は、別紙23の 患者団体への会場の提供の形で、語り合う場を設
ヤ171ヽス上らな撮合I士樹勢ルなスめで1■らか 対象としてください。

【別添1】
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別紙 23、 24

別紙23、 24の研修等の実施状況について、
①平成21年 4月 ～8月 の実績を記入することとなっていますが、例年2、
3月 に開催するものはやはり書けないのでしょうか。
②下段に期間外の開催について記入できる欄が設けてありますが、平
成21年 4月 ～8月 に実績がなく、それ以外の期間で実施している場合と
は、3月 以前でどれくらいの期間まで記入してよろしいのでしょうか。
また、lo月 以降で予定している場合も、予定として記入してよろしいで
しようか。

①「4月 ～8月の実績を記入すること」等と期間を指定していると
ころは、その期間のみの実績を回答してください。
②下段に設けられた期間外の開催について記入できる欄に平成
20年 11月 以降、平成21年 9月 1日までの実績を記載してくださ
い。なお、平成21年 9月 1日までの実績が無く、10月 31日 まで
に開催を予定している(または実施した)場合には、その旨がん
対策推進室にご―報の上、10月 31日 時点の実績 (予定)を記載
してください。なお、11月 以降に開催を予定している研修の記載
は必要ありません。

別紙26 別紙26「相談支援センター」の中で、相談先e―ma‖が入りません。(実
賄 ■ 空 怖 の 選 押 ′―な ぅ τ :、十 オ )

2行下 の :予約 万 法 連 絡 先 」の欄 に I相談 先 e―mJり として 、記 載
て(だ六しヽ _

別紙28
bll紙28の最 で 1,2,4と なつています が 、変 更 の 操 rFはできませ ん 。
このま美 入カタ l´てい■だ (ル (ことで上却 _いか ^

このまま、入力してください。

別紙28 別紙28について1相談支援に関し十分な経阪を有するがん思者団体」と
士ガの上らな団はで1■らか _

患看相談等の活動において、十分な実績がある患者団体とな
ます^

別紙35 別紙35の組織図貼り付けは、電子媒体に貼り付けるということでよろし
、不l 卜ら■ヽ _ 電子媒体に貼り付けてもよいです。
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様式4(機能別)の3の (1)の③として、「がんに関する相談支援に関
し十分な経験を有するがん患者団体との連携協力体制の構築に積極
的に取り組んでいる。」という項目があり、その取組として別紙28を記載
することとなっておりますが、別紙23に「相談支援センター職員の関与
の有無」欄があるということは、この「あり」「なし」の回答をもって要件充
足かどうか判断するという解釈となりますでしょうか。

こ関する指針」(平成20年
月1日付け健発第0301001号 健康局長通知の別添)(以
「整備指針」という。)の Iの 3の (1)の②に「院内及び地域
医療従事者の協力を得て、院内外のがん患者及びその家
並びに地域の住民及び医療機関等からの相談等に対応す
る体制を整備すること。また、相談支援に関し十分な経験を
有するがん患者団体との連携協力体制の構築に積極的に取
り組むこと。」と定めた要件については、別紙23の「相談支援
ンターの職員の関与の有無」の「あり」、「なし」の回答をもっ

今年度、推薦区分を地域がん診療連携拠点病院から、都道府県がん
診療連携拠点病院に変更して推薦書を提出します。
このため、別紙37、 38をはじめとして記入できない様式があります
が、どのような対応をとればよいでしょうか。

原則は9月 1日 時点で協議会を設置していなければいけま
せん。9月 1日 の時点で設置されていないものの、10月 末ま
でに設置予定の場合には、その旨がん対策推進室へご一報
上、予定の内容を記載いただいて差しつかえありません。
地域の実情等に応じ、やむを得ず協議会設置が10月 末ま
でに間に合わない場合にあっては、今年度中に設置する旨、
病院長及び都道府県から確約書を呈示いただいた上で、が
ん診療連携拠点病院の指定に関する検討会において検討さ
こととなります。

指定要件の中に「緩和ケアチームに協力する医療心理に携わる者を
1人以上百己置することが望ましいJとありますが、「医療心理に携わる
者」については、特定の資格を指すのではなく、各病院でそれなりの資
格等を持っているものを配置するよう努めるという意味になるのでしょう

「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」(平成20年 3
月1日付け健発第0301001号 健康局長通知の別添)(以下
「整備指針」という。)の Iの 1の (2)の②のウに「(1)の③の
に規定する緩和ケアチームに協力する薬剤師及び医療心
理に携わる者をそれぞれ1人以上配置することが望ましい。」
と定めているところであり、特定の専門資格を限定して指すも
のではありませんが、有資格者と同等の能力を有する者が望
ましいです。

がん診療連携拠点病院 新規指定・指定更新推薦書・現況報告書 指定要件Q&A集

【男リジ秀2】

1/4

【別添2】

4 定義

様式4「 4がん診療連携拠点病院の指定要件について」
「④緩和ケアの提供体制 診療従事者」「サ 緩和ケアチームにおい
て緩和ケアに携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の専従看護
師数Jの解釈についてですが、専門的な知識及び技能を有する看護師
とは、特定の研修の受講や専門資格の保有者(例えば、がん性落痛看
護認定看護師等)でなければならないのでしょうか。
特定の研修の受講や専門資格の保有者である場合、平成21年 6月
22日 事務連絡の【診療従事者】の記載はどのように解釈するのでしょ
うか。
なお、特定の研修の受講や専門資格の保有者でない場合は、(別紙
14)の専門性の専門医等資格の欄は、空欄でかまわないのでしょう
か。

平成21年 6月 22日 事務連絡にあるとおり、必ずしも特定の
研修の受講や専門の資格等を必須要件とはしていません。
よって(別紙14)の専門医等資格の欄は、記載できる専門
の資格がない場合は、空欄で差しつかえありません。

5 定義

専従の病理診断に携わる医師について指針では「原則常勤」は承知
しておりますが、非常勤の病理医が、週に1日勤務でその1日 の8割以
上を勤務している場合、それは、「専従」であるとして指針に適合するも
のと判断してよいでしょうか。

平成20年 3月 1日付健発第0301001号 健康局長通知「
がん診療連携拠点病院の整備について」中のIの 1の (2)の
Эの工にあるとおり「専従の病理診断に携わる医師を1人以
上配置すること。なお、当該医師については、原則として常勤
であること。」としています。
具体例として、週1日 8時間勤務の場合、病理診断等 (手術
中の迅速病理診断を含む)の対応が月4日間しかできないこ
ととなります。拠点病院としての役割や診療連携体制につい
ては、公開される資料ですので、国民の皆様から信頼される
ような診療体制の整備が望ましいです。

6 定義

専任の放射線治療における機器の精度管理等に携わる常勤の技術
者等について、この「技術者等」については、資格要件はないものと考
えます力ぐ、
例えば、診療放射線技師等の中で、精度管理に精通し、実際にこの業
務を行つてきている者は指針に適合するものと判断してよいでしょう
か 。

必ずしも特定の専門の資格等を必須要件とはしていないた
め、診療放射線技師等の中で、精度管理に精通し、実際にこ
の業務を行つてきている者は指針に適合するものと判断して
かまいませんが、医学物理士等の資格を有していることが望
ましいです。

-26-



7 定義

『常勤』という言葉の定義についてですが、病院で位置付けている身
分は非常勤であつても、病院の定める1週間の就業時間のすべてを勤
勝している方がいるのですが、このような方については、常勤として換
算してよいでしようか。

がん診原連携拠点属瞬の信足要件における1常動」とは、
当該医療機関が定める1週間の就業時間のすべてを勤務し
ている者をいいます。ただし、当該医療機関が定める就業時
間が32時間に満たない場合は、常勤とみなしません。(「医
療法第21条の規定に基づく人員の算出に当たつての取扱い
等について」(平成10年 6月 26日 付け健政発第777号・医
薬発第574号 、厚生省健康政策局長・医薬安全局長連名通
知)の別添「常勤医師等の取扱いについて」を参照)。

判 断

緩和ケア提供体制→診療従事者→緩和ケアチームの常勤専従看護
師ですが、
Э緩和ケアチームにおける業務量が少ない場合、一時的に他科の業
務を行うことは可能でしょうか。
②①の結果、専従要件(8割 )を下回っても問題ないでしょうか。
③複数看護師により緩和ケアチームにおいて次のような勤務時間とな
る場合は、問題ないでしょうか。
※ 複数の看護師によるチーム従事時間計が26時間程度
(常勤要件32時間X専従08)

∞ 緩和ケアチームの業務量が少ない場合にあつても専従
看護師が他科の業務を行うことはありえますが、専従の者は
就業時間の少なくとも8割以上、当該療法に従事していること
を言います。従つて要件充足とはなりません。
③複数の医療従事者の勤務時間を積算することは認められ
ません。

判断

研修会の名称が「X県緩和ケア研修会」となっておりますが、
当該研修会をX大学医学部附属病院の実績とみなし、
指定要件を充足していると考えてよいでしょうか。
※概要
平成21年 2月 にX大学医学部附属病院において、「X県緩和ケア研修
会」を開催しました。当該研修会の開催費用はX大学医学部附属病院
のがん診療連携拠点病院機能強化事業から拠出しており、主催・X大
学医学部附属病院、共催 'X県となっております。

指定要件未充足とはなりません。

【別添2】

3/4

【別添2】

半り断

「(2)院内がん登録 ③毎年、院内がん登録の集計結果等をがん対
策情報センターに情報提供すること」について、「院内がん登録の集計
結果等」には、予後調査結果は含まれるのでしょうか。
予後調査ができていなければ、指定要件を満たしていると判断されな
いのかどうか教えていただけませんか。

万り泄 29に日d取のあるとおり、大現日I予後調査」甲の 1660

予後調査結果」および「720予 後調査方法Jについては標準
項目となつています。平成21年 6月 22日 付健康局総務課が
ん対策推進室発の事務連絡「がん診療連携拠点病院の指定
更新等に向けた留意事項について」【院内がん登録】3にあ
るとおり、「院内がん登録のがん対策情報センターヘの情報
提供については、「改正版」又はそれに準拠する国立がんセ
ンターにおいて提示されている「標準登録様式2006年度修
正版」の様式を用い、平成19年症例を平成21年 3月に提出
していること。ただし、提出できなかった場合は、提出できな
かつた具体的理由について記載した理由書及び別途定める
様式による調査票を提出する必要がある(様式及び提出期限
については別途連絡)。 また、予後調査の実施状況について
も情報提供することが望ましい。なお、平成20年 2月 8日 及
び平成21年 4月 1日 指定の拠点病院について、平成19年は
院内がん登録を行つておらず、同年症例が提出できない場合
については、その旨を回答する必要がある」と定めており、さ
らに平成21年9月 1日付健発0901第 1号「平成22年度が
ん診療連携拠点病院の指定の推薦手続等についてJでは、「
当該病院においては、別途連絡する様式に記入し未提出の
理由書および補充調査について提出すること」となつていま
す。

11 判断

平成21年 6月 22日 付健康局総務課がん対策推進室発の事務連絡
「がん診療連携拠点病院の指定更新等に向けた留意事項について」中
の【医療施設】リニアックについて、「設置Jと記載がありますが、この設
置は機械の設置を指すのか、または稼働(治療)を含めたものでしょう
か 。

リニアックを設置した上で、速やかに稼働する必要がありま
す。
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平成20年度 がん診療連携拠点病院機能強化事業費 1病院あたりの平均単価

―
ド
∞
‥

■① 独立行政法人、国立大学法人の

拠点病院

■② ①以外の拠点病院

① 独立行政法人、国立大学法人の拠点病院(補助率10/10)・ …・補助金額÷拠点病院数
② ①以外の拠点病院(補助率1/2)・・・・補助金額X2÷拠点病院数
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平成20年度 がん対策事業費(都道府県民1人あたりの平均)
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平成20年度都道府県別がん対策予算執行実績

事業名 補助率 20決算額 (千円) 概要

口庫補助事業 (都道府県 ) 33209

1マンモグラフィ検惨従事者研修事業費
7ンモグラフィ饒影E"養成研事の開催に要する経費
1開催場所 :札幌市 )

2がん鰺療連携拠点病院機能強化事業費
日立輌院機構を除くがん鰺療連携拠点病院に対する補助
0,000千 円 X9由腱 )

口庫補助事業 (拠点病院等) 402899

1マンモグラフイ検診遺隔診断支援モデル事業費

2がん診療施設情報ネットワーク事業贅

3がん鯵療連携拠点病院機能強イヒ事業費

惚
　
一
И

　̈　一　ｍ　一‐４０。９
,4030

マンモグラフィ検診を行う機関と画像焼影診断のための支援を行う検診機関との間において
日像を送受信するための機器整備に要する経費に対する補助(補助先 (財 )北海道対がん

腐会札幌がん検診センター )

日立がんセンターに導入されているがん鰺療情報ネットワークシステムを地方中核がん診療
に設と回線通信で結ぶために要する経費に対する補助 (補助先 :北海道がんセンター )

ドん鰺療連携拠点病院である目立病院機構に対する補助

4がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費 280000 140000
がん鯵療連携拠点病院のリニアック及びその周辺機器の更新に要する経費に対する補助
(補助先 :二手総合,院 )

口庫補助事業 (上記以外の事業 ) 3.173 1.586

1たばこ対策促進事業
ヒはこ対策普及啓発事栞(喫燿の健康影響の普及書発、未成年者の喫煙防止、たはこをや
0たい人に対する禁燿支援)及び禁健・分煙実施施設認定事業の実施に要する経費

晨単独事業 10554

1がん量鰊・評価事業

2健康診査管理指導費

,2353 也城がん量鎌の実施に要する経費

L活習慣冑検診管理指導協議会の運営に要する経費

口庫補助事業 (都道府県 ) 28644

1がん診療連携拠点病院機能強化事業費

2がん対策推進特別事業費 6289

椰道府県拠点1カ所、地域拠点3ヶ所に対する補助

一般事業

・がん相談従事者用敏材の作成及び研修会の開催
・がん予防に係る意臓調査.体験談募魚、フォーラムの開催
・がんに関する地域連携パスの作成及び運用に対する支援

亭栞名 補助率 20決

“

饉 (千円) うち,付決定●(千円| 概要

コ庫補助事業(拠点■隣■)

1がん鯵療施設備

“

ネットワーク事業費 目立がんセンターを中心としたネットワークシステムの運営費 (県立中央病院 )

2がんじ療遭携拠点痢院機能強
`ヒ

事業費 L前大学饉学部附属病院に対する補助

3がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費 1/2 140000 E饉加速曇E(リ
ニアツク)等の整備に係る補助(八戸市立市民痢硼D饉越分、県立中央病

翻わ保択分)

コ庫補助事業 (上記以外の事業 )

1饉療連携体制推進事業

2■饉職員確保対策事業

3専門分野 (がん)における賞の高い看餞師青威亭彙

1/2

1o/1o

20'

3.03'

.がん巨燎検討晏員会の運営
・在宅鰺薇推進のための連携手法の検討
.がんに従事する露師に対する組和ケア研修の実施

がんに係る知自を深めるための訪問■膿師に対する研修会の開催

がんにおける臨床実践彬力の高い看腱師の青威に係る研修会の開催

R単独事栞

1がん相腹・情報センター (仮称)調査研究事業

2青森県がん罹患等調査事業

3生活習慣病検鰺従事者指導講習会開催事業

●者以外の県民を対象とする相餃支IIやがんに関する知識の普及書発を行うセンターの設
置に向けた調査研究

罐壌がん量鰊に係る経費

各がん検診従事者のための講晉会の開催

口庫補助事業 (都道府県 ) 230'9

1がん齢療施設情報ネットワーク事業費

2がん鰺晨連携拠点輌院機能強化事業費

″

一　

″

2,479

50.150

2.470

250'5

がんネッ魔 営経費 (1/2事 業者 (県立病院事業会計)負担 )

椰道府県がんじ薇連携拠点病院 11.900千円 Xl病院
地城がん鯵僚連携拠点病院   ,.650千 円×5●院

3がん対策推進特別事業費

F―m奉藁 1060 E和ケア研修、凛旗・●者支援

日庫補助事栞 (拠点病院等 ) 280000

1がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費 230,000 140,000 晨立北上病院のリニアックEn費 (1/2事 業者 (県立病院事業会計)負担 )
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事業名 補助率 20決算額 (千円) 概要

日庫補助事業 (上記以外の事業)

1在宅緩和ケア対策推進事業 (医政局)

2看置職員臨床技能向上推進事葉(E政局 )

0地域中核病院高度医療施設設備整備事業■ (医政局 )

4がん検診受診率向上対策費 (長寿社会づくリソフト事業費交付金)

崚
一劇
一Й
一10/10

500 280

1.559

2.520

=宅
緩和ケア対策推進協議会等

"ん

看順に携わる看置職員の資質向上を目的とした研修実施

饉同赤十宇病院の超音波診断装置整備費(2/3事業者負担 )

んゞ検診普及啓発リーフレット、ポスター作成、配布、ビンクリボフェスティバル開催経費

5がん・脳卒中対策事業■ (長寿社会づくリソフト事業贅交付金) 10/10 じ城がん登録事業委託経費

黒単独事業

1健康診査管理指導事業費 L活習慣病検診等管理指導協ll会 、生活習慣病検診等従事者講習会の開催経費

軸 rじ,11:|:111111,111● ■|:“

“

●:11t子ル|"鸞急■11■■■ 1111:it ,■111■ |■″イ|夕|■″,,,'`,III#材κ霧り繊 |11111i″澪夕″蜂
'■
″

口庫補助事業 (都道府県) 72820

1女性のがん検診啓発普及等事業費

2がん診療施設情報ネットワーク事業費

3がん診療連携拠点病院機能強化事業■

4がん対策推進特別事業費

″
　
一　
ん

　
一　

″

32'2

,(ん検診の受診率向上のための普及啓発等の講演会,パネル点等を実施するもの。

日立がんセンター等とを繋ぐネットワークシステムを有効に活用するために必要な維持管理
旨行うもの。

ドん診療連携拠点病院の診療機能強化のため.各種研修の実施,相談支援及び院内力くん
L録体制の整備等を実施するもの.

1のがん対策推進のための各種事業を実施するもの。

一般事業
ドん患者・家族に対する情報提供体IIを整備するための検討会議.相談業務従事者研修 .

ドん登録推進のための研修・善及啓発等をわ もの。

特別事葉 ドん患者・家族支IEの ための相談窓日立ち上げに係る支援等を行うもの。

口庫補助事業 (拠点病院等 )

1がん診療連携拠点病院遠籠画像診断支援事業費

2マンモグラフィ検診従事者研修事業費

3乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

1/2

1/2

2942

滑な病理診断等のため,選隔回像診断支援体IIの整備を捕 もの。

ンモグラフイ検診の精度向上・維持のため,読影医の養成研修を行うもの。

29.242 14621 ιがんの精密検査を行うため,MRI保有施設において,マンモコイルの整備を行うもの.

4がん診療連携拠点病院機能強化事業費

5がんに係る放射線治療機器緊急整備事業■

10/10

1/2 140.000

ドん拠点病院のF療機能を強化するための各種事業を実施するもの。(研修.がん登録.相
1支援センター.普及書発等)

町度ながん治療を実施するため,がん拠点病院において,放射線治療機器を新規整備する
しの。

事業名 補助率 20決算額 (千円) 概要

口庫補助事葉 (上配以外の事業 )

,在宅緩和ケア対策推進事集

2たはこ対策促進事業

1/2

1/2

=宅
侵和ケア支援センターの運営.在宅緩和ケア推進会議の開催 在宅緩和ケア従事者研
らの実施。

1煙に回する普及啓発専を実施するもの。

R単独事業

1宮城県力くん登録管理事彙 R内におけるがんの罹患状況等を把握するための地域がん登録を実施するもの。

482 0
1内の各市町村におけるがんを含む生活習慣病検勝について,精度管理のための評饉.ll
l●を行うもの_

日庫補助事案 (椰道府県) 24.5'6

1がん惨療連携拠点病院機能強化事業費

2がん対策推進特別事業費

424,3

4676

2123' 1本組合総合績腕、秋田赤十宇病院、自利組合総合■院、仙北組合総合病院、平鹿総合

"院

、雄静中央病院

一般事業

特別事栞

1/2 2673

2,000

がん看霞に係る認定看饉口の資格取得を促進するため、研修期間中の代薔朧員の雇用、
1鵬‖度の劇設等の医療機目が行う環境整‖に対しての支援。 ,45千円
)ピアカウンセリング研修開催事業
)饉輌ケラ奥餞事俸事薫
饉和ケアに従事する目師を対魚に、経和ケア綱棟や、鶴口惨晨・■霞の現場へ派遣し、お
1活動や症傷検討への多加など、実践的な研停を実施.秋田県燿和ケア研究会への晏託

「 栞 1.140千円

口庫補助事業 (拠点病院等 ) 314780 166005

1乳がん用マンモコイル緊急整備事業費 1/2

10/10

1/2 230,00

19,030

140.0∞

秋田赤十宰病院

秋田大学医学部附属病院

山本組合総合病院
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事業名 補助率 2●決算額 (千円) 櫂要

コ庫補助事業 (上記以外の事業 ) 135024 116452

1たばこ対策促進事業
世界禁煙デーフォーラムの開催、受動喫煙防止対策推進事業、たばこ・アルコール健康教J
D実践

2電源立地地域対策交付金事業 75,39 75739 民間ドックで使用する機器の更新・購入、集団検鰺で使用する機器の更新

3在宅紙和ケア対策推進事業(饉燎提供体制推進事業)

4がん惨療施設設備整備事業(E僚提供体|1推進事業)

″

　

一
　

お 26.999 8.999

生宅饉和ケアに従事するE薇従事者を対象とした研修会を県内6地域で開催。秋田県医師
営への委託事業

ドんじ僚連携拠点病院及び公的病院に対し、施設整備及び設備整備に必要な経費の助
i。 由利組合総合病院 (放射線治薇計画システム)

5大学改革推進等補助金(がんプロフェッショナル姜成プラン) 311“ 311“ 唸合
的がん専門E燎人の青成。遠隔授業、地域連携事業、共同FD、 学術シンポジウム等α
起施

R単独事業

1地域がん登録事業

2子宮がん検診助威事業

3がん検診費補助金

4がん看護研修事業

5がん診療機器等整備事業

6がん診療機能等強化事業

フがん治療に関する調査研究事彙

8がん対策推進計画進行管理費

一
　

一　
一

3.248

288.752

31566

19478

00

一

　

・

一

ドんと診断されたものすべての医療情報の収繁・分析

'町

村が行う20蔵～39歳の若年層の年1回子宮がん検妙に対する助威

貪じ団体2団体に対する早期検診の掛かり増し経費助威

しくん看順に必要な専目的知識・技術の習得を目的とした研修会の開催

DET―CTの整備に要する経費を助威。対象 :秋田大学医学部附属病院

ドん鯵薇連携拠点病院に準じる県内の中核釣E晨機国のがん惨療機能年を強化を支援。
け象 :大館市立総合病院、市立秋田総合癬院.秋田組合総合病院、中通総合病院

完内がん登録データ等から得られる惨僚情報の分析、がん治療等に回する県への提
=等
を

大田大学へ委託

晨がん対策推進計画の進行管理、通戌度の評●琴

1がん診藤連携拠点病院機能強化事業費

2がん対策推進特Яl事業費

・県拠点輌院 10,000 X l
・地域拠点綱院 5000X4

業(拠点病院等 )

1がん診療連携拠点病院還隔画像診断支援事業費

2がん

“

療施設mネ ットワーク事業費

3がんじ療連携拠点病院慢籠強化事業費

1たはこ対燎促進事業

2在宅組和ケア対策事業

1がん・生活習慣痢早期発見推進事業

3がん対策調査研究事業

‐３８

一
９９９

一
佃

一
■

一

1マンモグラフィ検鯵従事者研修率彙費

2がん診豪連携拠点病院機能強化事業費

3がん対策推進特別事業費

一般事業
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亭栞名 補助率 20決耳観 (千 R) 概要

口庫補助事業 (拠点病院等) 9653 13535

1がん鰺療連携拠点■院機能強化事業費 9063

口庫補助事業(上記以外の事業)

肪問看眠推進事業

口庫補助事業 (都道府県) 73606 36802

lがん診療連携拠点病院機能強化事業費 36.592

●痛

“

同輌所 い2.691+円
'.駐
猥
'テ

クルヤンタ H瞬 (16.000+日 ,.日 工移含騎瓢 11111
F円 ).東京底科大学霞ケ浦病院 (15,341千 円 ).友愛記念病院 (13.2'3千 円).西南医療セ
′ター病院 (4,66千 円 )

2がん対策推進特別事業費

|一般事業 生宅緩和ケアの推進のため,薬局薬剤師の研修会を開催する。

口庫補助事業 (拠点病院等) 744,606 316.817

1がん診療連携拠点病院遠隔画像診断支援事業費

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業■

3がん診療連携拠点病院機能強化事業費

4がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費

1/2

1/2

10/10

1/2

15949

27425

7.974 え波大学附属病院

13711

14.132

梵波大学附風病院(3937)筑 波メディカルセント病院(6300千 円).東京医 i

1424千円),日 立製作所日立総合病餞や 050)

曳波大学附属病院

俗合病院土浦協同病院.(株 )日 立製作所日立総合病院のリニアツクを更新

口庫補助事栞 (上記以外の事業 )

!たばこ対策促進事業 1/2 E局での禁煙支援相談の実施
ヒはこ対策推進員活動支■の連絡会の開催

2マンモグラフイ検鯵精度向上事業

3女性のがん検診啓発普及等事業員

″

一
″

ンモグラフィ検じの精屋向上及び受惨率向上のため デジタルマンモグラフィCA睦整備
る。(医療法人竜仁会牛尾膚院 )

性のがん対策について重点的に取り組むため,がん検診書発のための講習会,晨示会等

事業名 補助串 20決算観 (千円 ) うち交付決定●(千円, 概要

l単独事業

1地域がん登録事業

2がん臨床研究促進費

3がん対策推進費

12239

2109

1017

L録担当嘱託職■人件■,日出票の提出のあった医療機口に対する謝金

に減がん学会の開催.がん臨床研究を行う医療機関に対する研究費の助威

麦城県総合がん対策推進会腱開催等

4がん検診精度管理対策亭彙費

5がん患看支援推進事業

183'4 L活習慣窮検鰺管理指導協饉会運営・検診従事者研修・がん検診追跡調査等事業

ドん体験者によるビアカウンセリングの実施

6がん予防対策普及書発事業

フ地城がんセンター運営■補助

217

1,p00

ドん予防知識の普及啓発活動の展開に必要な能力を身につけたがん予防推進員を姜威
,́がん予防啓発着動の推進を目る

1が指定した地域がんセンターに対する理曽費補助

3がん臨床疲学研究事業 嘔学的治僚に関する研究●を筑波大学に晏託

日暉補助事業(椰道府■) 36.092

:女性のがん検じ薔発普及●亭葉費 1/2

2がん検静実施体鋼強化モデル事業費

3がん鰺農連携拠点蒻院機能強化事業費

10/10

1/2

1,167

15,350

ドん検診の精度管理の向上に目するデータの作成・会臓の開催等

E療従事奢研修、がん相談支援、普及書発、情颯提供等

口庫補助事業 (上日以外の事業 ) 2130

1たばこ対策促t●彙費 1/2 2130 1004 卜共の場における摯燿分燿状況目査の実施、禁燿サポーターズの青成、摯燿に関する書発

1単独事栞 8916

1がん対漿推進体

"壺
働事業 103` 1.001 ドん対燎権遣tt日の遭

"状
況●●●●を,う検討会等の関僣

2地域がん登録亭集 ドん量鰈に必要な臓備等の補助等

3がん検診従事者研修会・学術講演会 125( 1,25C ドん検抄従事者の資質向上を目的とした研修会等の開催

4■和ケア研修事彙 E鰤及び■薇従事者を対

'と

した緩和ケア研修会の開催
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事業名 4n助率 20決算額 (千円) うち交付決定● (千R) 概要

■庫補助事業 (都道府県) 100057 40429

1女性のがん検診啓発普及等事業費

2マンモグラフィ検F従事者研修事業費

″

・
″

７．５
一ｍ
一‐，５７７・４５，３“一７２６

3がんじ療施設備薇ネットワーク事業費

4がん診療還携拠点病院機能強化事業費

1/3

1/2

4,731

10725がん対策推進特別事業費

一般事業

コ庫補助事棠(拠点病院等) 643235 363235

1がん診僚連携拠点病院機能強化事業費

2がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費

10/10

1/2

83.235

560,000 230.000

コ庫補助事業 (上記以外の事業 ) 1.345 845

1たはこ対策促進事業 !/2

R単独事業

地城がん曇録事業

がん検船等従事者購ヨ

3未威年者たばこ対策モデル事業

4女性のがん対策推進

5■粒子線治療施設餃量事業

事業名 補助率 20決算醸 (千円 ) 糧要

口庫補助事業 (椰道府県 ) 30392 14298

1女性のがん検鯵啓発普及等事栞■

2がん鯵薇施艘情報ネットワーク事業費

″

一
ん

1.006

53'6

Ь。

ドんネットワークシステムを利用したテレビ会踵の開催

3がん診療連携拠点績腕機能強化事業費 23020 11500
「
生労働大臣の指定を受けたがんじ薇連携拠点輌院の機能強化を支援する。

口庫補助事業 (拠点績院等 ) 36.012 22.200

1がん診療連携拠点膚院週隔口像惨断支援事業費

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

3がん鰺療遭携拠点病院機能強化事業費

,/2

1/2

10/10

16.フ 26

12.800

く―チャルスライスシステム整備(埼玉■科大学目瞭E僚センター)

ИRI●置に装填する乳がん用マンモコイルの整備

ドん鯵療連携拠点綱院として彙たすべき役目について、その機能強化に必要な経費の補助

口庫補助事業 (上記以外の事業 ) 3330

l専門分野 (がん)における質の高い看護鰤育威事業 10/10 7206
"ん
目豪の専口

"知
IEそ薔ら栞目配 刀の面いな観

"の
口鷹菫 1しを日 0ための四床豪

"け,を実施

2看EE員資■向上事業(在宅ホスビス事業) 1/2 饉宅ホスビスの警及啓発として研修やフォーラムを実施する。

l単独事業

1撃
集
河摯に選
"疇
曽、三右雷口渭

2がん検診結果統一無計事業

3がん検静精度管理事業 3500

ドん対策推進協議会、生活習慣輌検じ等管理指導協腱会の運営などである。

F町村の興施した「がん薇
"輌
黒Jの凛計、分析を行うもの。がん薇Fの質の同上野を目n9

:した会臓において、市町村に情報提供している。

し、子官、口.肺及び大腸の各がん検勝に携わるE療従事者に対するセミナーの開催.検

4肝がん対策推進事彙

5次世代のための禁燿対策支II事業

７２
　
・　
２２

肝がんの抑llJを 目的に、騒僚従事者等を対象としたセミナーの開IE。 肝炎,肝がんの啓発

「を行うものである。

電燿防止講習会、未威年喫燿防止プログラムの書及や受助喫煙防止対策を講じている施霞
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事業名 補助率 20決算額 (千円) 概要

6ヘルシー フロンティア埼玉推進事業

7県立がんセンター相談支綱踵ンター運営費

8県立がんセンター臨床腫瘍研究所運営費

2626

257849

喫煙防止と食生活改善事業琴により生活習慣病を予防するためにフォーラムや会議の開
催、民間事業者と普及書発の共同事業の実施

地域に開かれたがん診療支援の実施

「がんの生物学Jに関する研究と教育の充実に努め、研究成果をがん医療と社会に還元す

9県立がんセンター医療機器等整備事業

10県立がんセンター施設整備事業費

338.742

がんセンターの建物設備の老朽化と耐震化に対応するために病院の建て替えを行い、医療

申■|:′11,■う

"雌
I′孝奪:孝平等 i孝摯

=書
撃 手

口庫補助事業 (都道府県 )
'6'16

1女性のがん検診啓発普及等事業費

1.449

帥
一“
一‐２‐
一

効果的な普及啓発を図るため、関係団体とともに、県内のスポーツ施設において、乳がん検
診受惨を勧奨するビンクリポンキヤンペーンを実施した:

2マンモグラフイ検診従事者研修事業費

3がん診療施設情報ネットワーク事業費

″
　
一　
ん

マンモグラフィ検診を行う読影医師及び撮影技師を対象とした研修

がんTV会議システム

4がん診療連携拠点病院機能強化事業費

5がん対策推進特別事業費

143.343 がん診薇連携拠点病院において実施する事業に要する経費に対し補助金を交付する。

在宅緩和ケアシステム構築モデル事業

がん治療における口腔ケアの医療連携モテル事業

がん専門修練医育成事業

1/2

1/2

1/2

∞

　

一

∞

　

０４

∞

　

一　
”
　
　
０２

全県的に具体的な在宅力くん緩和ケア支援体制の整備を進めるため、2地域をモテ,レ地域とし
て選定し、地域における在宅緩和ケアシステムを構築 (松 戸市医師会、市川市医師会)

2次保健医療日 lヶ所において、がん診療連携拠点病院と地区歯科医師会と連携して、モデ
ル事業を実施した(県歯科医師会 )

医師免許取得後4年以上の者を募集し、3年間で手術、化学療法、放射線療法、画像診断彎
に必要な高度先進的な知機、技術を習得する。

がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修事業 143 日の指針に基づく緩和ケア研修

口庫補助事業 (拠点病院等 )

1がんじ療連携拠点病院通隔画像診断支援事業費

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業員

3がん診療連携拠点病院機能強化事業■ 42761

22.706 ベーチャルスライスシステム整備

lLがん用マンモコイルの整備

ドん惨療連携拠点病院が行う事業の補助

4がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費 1/2 560,00 280,000 ソニアック整備事業

1禁建指導者養威事業

2受動喫煙防止対策推進事業

3若年女性と子どものための禁燿啓発事業

に対し、その趣旨及び取組みにあたっての具体的な手法を目知することて、
)推進を回った。

ユい時期からたばこの書についての理解を深めさせるため、小学校
て喫煙の有害性の教育を行い将来喫煙者とならないよう指導した。

1がん対策推進計画を推進する事業

2がん予防・早期発見を推進する事業

3がん登録促進事業

4アスだストに関する県民等の健康不安対策事業

5がん患者体験導によるビアカウンセラー養成事業

6在宅銀和ケアフオーラム開催事彙

フ在宅綬和ケア医療情颯提供体劇整備事業

000

、がん対策審議会の下に部会を設置して、施策を総合的かつ
を行うとともに、事業の進拶状況等を評価する

がん対策推進のため、がん予防晨 力くん講演会を開催し、県民への書発、がん検鯵に携わ
るE薇従事者等の資質向上のための研修、精密検査結果の集計を行う。

'スヘ・スト間目対策会腱を設置し、その下に、健康対策部会を設け、県民の健康不安ヘ
こついて検討を行い、事業を推進する。

等をビアサポーターとして,威、社 力くん息者の遺族や象族によるポランティア

在宅燿和ケアに従事する日係者及び●者や家族が緩和ケアに関する必要な情颯が得られ、
在宅饉和ケアに対する理解が課められるよう整備した。

る■臓の向上を回るため、禁煙推進県民フェアを開催

-35-



事業名 補助率 20決算額 (千円) うち,付決定●(十日) 概要

2マンモグラフィ検じ従事者研修事業費 々

　

一　

″ 150331 ,9662

7ンモグラフイによる乳がん検診に従事する医師や診療放射線技師の競影・撮影能力等の
1上 と質の高い検診を実施するための人材育成を行うため、定員50名 で2日間にわたる購習
とを3回実施した。

3がん鰺僚連携拠点病院機能強化事業員
ん診藤連携拠点病院として果たすべき役割について、その機能強化に必要な経費の補助
行う。

4がん対策推進特別事業員 87.786 38401

一般事業 8'786 33.401

|がん検診受診促進事業】
がん検惨受じ率向上のためポスター・ポストカードの作成・掲出。がん

検診支援サイトの制作。
|がん検F精度管理解籠事業】
がん検じ精度管理 87●を実施し、精度の高い検診実施に繋げる。
|がん検惨実態調査】
がん検F実態調査を実施し、都民が鷹雄における受診促進に向けた
体鋼を検証する。
1東京都認定がん診薇病院事業】
東京都認定がん診薇病院を認定し、認定がん惨僚病院が果たすべ

き役翻について、その機能強化に必要な経費の補助を行う。
|がん患者慎養支援モデル率栞】
がん体験看等によるカウンセリングや情報提供等を行うモデル事業
|がん登録支援事業】
がん登録データ収集体‖等がん登録の推進についての検81会の設置

口庫補助事業(拠点病院等 )

,がん診療連携拠点病院遠隔画像診断支援事業費

1/2

10/10

1/2

15225
がん齢療連携拠点病院に′ゞ■臓ルス7rドシステムを整備し、日立がんセンター等を中心とした遠隔
コ像診断支llA・/トワークを構築する。
(補助対象施設)都 立駒込病院

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

3がん診療遭携拠点病院機能強化事業費

4がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費

25.305

200000

12652

ИR厳■に装墳する乳がん用マンモコイルの設備整備事業
(補助対象施設)
聖路加口隠病院 (総事業■ 15.750.000円 、交付決定口 7.876.000円 )
青梅市立総合病院 (総事業■9555000円 、交付決定額 4.フラフ.000円 )

|くん診療連携拠点病院として果たすべき役割について、その機能強化に必要な経費の補助
を行う。
(補助対象施設)東京大学医学部附属病院
|くんに係る放射線治療機器を整備する設備整備事業

事業名 補助率 20決算観 (千円) うち交付決定●(千円) 概要

口庫補助事業(上記以外の事業)

1たばこ対策促進事業

1 未威年者の喫煙防止対策の推進
0たばこと健康に関する中学生向け書及啓発リーフレットを作成し、都内の全中学校 (私立1
含む)に生徒数分を配布した。また、未成年の喫煙防止ポスター作品を児童・生徒(小学4年
生～高校生)から諄

"し

た。(以上を―括して晏■により実施)

2在宅慢和ケア支援センター事業

1緩和ケアに関する医療従事者研修

地域における在宅薇養患者等に対する相談・支援、査宅饉和ケア等の普及書発を行う拠点
として、在宅緩和ケア支援センターを設置
0晏託事業 (■託料 8690000円 /所 )
0規模 2●所

医師、看饉師及び藁剤師等医療従事者を対象とし、綴和ケアを提供していく上で必要な理念
並びに実践的な知■・技術習得のための研修事業
0椰医師会姜託事業(姜託料 1.4063“ 円)
O規模 年6回

4がんじ僚施設設備螢働事業
がんじ療連携拠点病院及び公的病院に対し、良質ながん医療の提供のための施設整備及
び設僣整●に必要な経費の補助を行う。
(補助対象施設)日本E科大学付属病院(X線透視じ断装置)

R単独事業

1乳がん検診機器整備事業(H20年度新規事業)

2東京都がん対策推進協臓会

3緩和ケア人村育成事業

50000 一
　

一

一
一
　

一

【市町村及び臓域等において実施するマンモク・ラフィによる乳がん検鰺を促進し受鰺率を向上き
よ、乳がん0者の早期発見、死亡率の減少に資するため、マン0・ラフイ検鯵車による実施体劇
:整備するために検診車搭載型マンモグラス検じ車1台の経費に対して50000000円 の1/2を
1度 :象台分補助した。

モ京都がん対策推進EI口を踏まえた、都における総合的ながん対策事業の取組に向けた助
『、意見■を何う。(年 1回 )

饉和ケアE薇従事者研修 (初緞編・ホ・

"“
ア研修)】

饉和クアに関する基本的理念・知識の普及、組和ケアの実践例等を内審とする講演会(初
l編 :年2回、ポラン7rア :年 1回 )
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事業名 補助率 20決算観 (千円) うち文●摯定● (千 R 概要

放射線療法・4し学薇法等施設設備整備費
補助事業

138300

こ病院機構.椰及び東京都保健医療公社である場合を除く。)がわ 次の整備事業に対し
1助 を

"。1放射線治療機器整備事業(設備 )】
がんに係る放射線治療用の直線加速装置 (リニアック)の整備を行う設備整備事業(当 腋
E線加速装置の整備に必要な治僚

=の
改修を含む。)

0基準額 280∞ 0.000円 0補助額 93133000円 (1施設 )

1外来化学療法室整備事業(施設・設備 )】

)施設整備
外来化学療法を実施するための治療室等の整備のための改修専を行う施設整備事業
0基準額 184400円 X200ポ=36380000円 O補助額 22.803.000円 (3施設 )
D設備整備
外来化学僚法室の専用機器等の整備を

"設
備整備事葉

0基準額 13.120.CIO円 0補助額 13.884.000円 (6施設 )

1乳がん精密検査機器整備事業 (設備 )】
乳がん精密検査のため、MR崚置に装墳する乳がん用マンモコイルの整備を行う設備整備

「 葉
0基準額 15600.000円 O補助額 8,280.000円 (2施設)

5組和ケア病棟施設設備整備■補助事業
■間病院等が行う緩和ケア輌棟の整備事業に対して助成を行うことにより、緩和ケア病棟の
整備を促進し、主として悪性腫癌の患者及びその家族に対する身体的ケア及び精神的ケア
D発案を目る。 (補助対象施設)贅育会病院

6がん対策研究の推進 95.107
ξ糧がんの早期診断法や病勢診断〈治療効果測定 )法の確立・実用化等を回り、細民医療
D質を向上する。

口庫補助事業 (都道府県) 112086 56023

葉費 112.085 66128

口諄補助事業 (拠点病院等 ) 291,70 151.240

,マンモグラフイ検診従事者研修亭葉費

2がん診療連携拠点■院機能強化事業費

1/2

10/10

1260

10010

630

10010

中奈川県医師会分

1浜労災病院分

3がんに係る放射線治療機器緊急整備亭案■ 280000 140.000 二7・7ク整備 (横須賀共済輌院分 )

口庫補助事業 (上記以外の事彙)

1在宅糧和ケア推進事業費 1/2 448 224

亭業名 補助率 4●要

1単独事業 4,3.198 0

3.829

3.500

4(Dかな力くわ健康財団がん対策事業贅補助

5魚団検鰺施設整備費補助

0検じ管理指導費

'検
鰺管理指導費補助

8がん鰺療連携拠点病院機能強化事業費(県攣)

輌
一
硼
一価

0悪性新生物等対策事業費

10がん対策推進事業費 2,731

11がんセンター総合口壺口係事業費 66237

238.865

59.049

6.135

12がんセンターの跡饉体

“

の発奥

13がんセンター目療機●●整備事業費

14臨床研究所費

15がん饉床研究・備薇●HEB■

10ターミナルタア地城遭露権遣事案費

17ターミナルケア推遭事婁費補助

-37-



事業名 補助率 20決算額 (千円 ) うち交付決定●(千 nl 概要

口庫補助事業 (都道府県 ) 96628

1がん検診実施体制強化モデル事業費

2がん齢薇連携拠点病院機能強化事業費

10/10

1/2 88509 40387

ドん検診データベースシステム構簗

b14砂燎連鰤 点競 が行う事業に対しそ補助するもあ
うち、県立病院(がんセンター新潟病院、新発田病院、中央病院)

3がん対策推進特別事業費 3311 2500

|一般事業 2539 目が定めるプログラムに

口庫補助事業(拠点病院等) 39952 34.486

1乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

2がん鯵療連携拠点病院機能強化事業員

1/2

!0/10 29,21 29,021

籠潟大学医歯学総合病院

析潟大学医歯学総合病院14600000円 、新潟労災病院14421000円

口庫補助亭彙 (上記以外の事業 ) 24.438 10.468

1濡じ零夢軸 写
=璃

′
菫

12.600 0300 (社 )新渇県労働衝生医学協会が整備するマンモグラフィ機器に対して補助する。

211晶
足J調躍員属螺馬V冦躙

3在宅緩和ケア対策推進事業

4がんF療施設設備整備事業

″

一

″

一
た 3.500

Lばこ対策協臓会開催等

キ生会新潟第二病院が整備する全身用麻酔装置に対して補助するもの

晨単独事業

1がん登録事業 ドん登録事業を県病院局、新潟県威人輌予防協会へ晏籠して実施

ドん精密検査を行う、がん予防総合センターの機彗整備
:員のがん齢薇連機種点自院である、凛立がんセンター晰潟病院に餞桂 )

2がん予防総合センター設備整備

事業名 補助率 20決●I額 (千円 ) ,ち贅付決定● (千円) 概甕

口庫補助事業(椰道府県 )

1女性のがん検鰺薔発普及等事業費

2がん鯵薇遭鶴拠点病院機能強化事業費 62000

2750

01000

大型ショッピングセンターでの乳がん検静普及啓発キヤンペーンの実施等

がん鰺療に従事するE"等 に対する研修、がん0者やその家族等に対する相談支援、がん

口庫補助事業 (拠点輌院等 ) 150.600

10/10 ドんじ晨に従事するE"薔に対する研修、がん●者やその家族等に対する相臓支優.がん
こ関する各種情報の収集・提供等

2がんに係る散射籠治薇根薔緊急壺僣事業費 280,000 E山県立中央病院のリニアツク■●

口庫補助事業(上記以外の事業)

1たばこ対策推進事業費 1496 L彊禁燿講座の開催

2E療遭携体制推進整備事業費 ドん■者在宅療養支橿体‖の整備

晨単独事業 37.116 0

1がん検診推進事業費

2がん対策普及啓発事業費

3がん疲学調査事業費

4富山型がん診書体
"整
備事業費

20.521

3.467

3000

1町村がん検鯵、中小企業がん検診の推進に対する補助金

1町村がん対策推進員の活動支援

'マ

ん患者疲学情報の象的・奎鰊彙計

ドん島者・家族の環養相談支援体鋼の整爛、医師等の研修派遣に対する補助、診療情報嘔
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1がん検診実施体綱強化モデル事業費

2がん診療連携拠点病院機能強化事業費 事者研修会の|1催 、相談支援センターの運営、院内がん登録の推進等

事者研修会の開催、相談支援センターの運営、院内がん登録の推進等

1地域がん情報管理事業

2がん対策推進事葉

3禁燿支援等普及事業

発生したがん患者に関する情報収集・解析の実施

早期発見の書及啓発活動.相餞・健康教育の実施等

ラムの開催、禁燿支援奥ll検討会の開催

の運営、生活習慣病検診従事者講習会の開催、健康診

1女性のがん検じ書発普及等事業費

2がんじ療連携拠点病院機能強化事業費

オの作製、リーフレットの作成および講演会を開催し普及啓発

を目的とした事業に対し補助

事彙名 補助率 20決算観 (千円) 概要

3がん対策推進特別事業費 10,45 ■じ者拡大事彙、地元医

"会

との共動による受鰺率向上対策事業および出前検鰺の実施

一般事業

特

"事
業

1/2

10/10

8.153

2● 92

口庫補助事業 (拠点■院等 ) 529589

1がん鰺療連携拠点病院機能強化事業費

2がんに係る旗射線治療機器緊急螢働事業費

10/10

1/2

25●00

503D89

25,600

251,004

ドん鰺豪連携拠点輌院の饉能強化を目的とした事業に対し補助

ドんに係る放射線治療機
=緊
急整備を目的とした事葉に対し補助

口庫補助事業 (上記以外の事業) 13.004

1禁燿サポート事業

2メタポリツク対策推進事業

″

一
″

3.115

5.045

1.557

2.552

未威年者に対する喫燿を防止、たはこ対策推進会■を開催

遭切な食生活の実践支援のため食事′ウンスガイドの普及啓発や題度な運動習慣定着のカ
めのうジオ仕●の書■●

=菫
鮨

3健康づくり推進協餞会運営費

4がん看護奥餞力向上研修事業

1/2

10/10

フ
'3

3922

346

3922

晨民の健康づくり施策を総合的に検討し、がん予防等各分野で効果的に事業を実施

ドん医療の高度化に褥 より専門性を有した看餞師を青成するための研修を実施

6緩和ケア研修事業 1/2 204 跡間看饉師に対する組和ケアの専目的な技術を曹得させる研修を実施

1単独事撃 0

:市町検

"受"率

アップ推進事業

2がん医療センター整備事業

3田子機がん治彙施設整備事業

一
一

一
二

フ7,875

913.500

市町が

"が
ん検じに対し、検鰺経費の一部を補助

県立病院にじ,科横断の「チームE籠 Jを導入するとどもに、放射線僚法や化学療法体劇等
を齢

県立病院の敷地内杷陽子線を活用したがん治彙施設を整備(平成23年 3月開始)

4がん量鰈事業

5地城がん餞針データ整備事業

一
一

一

2219
雰各
贅員会の情導とE僚●目の協力により県S 豊ヽ鰊を実用し、がん鳳書のコnを杞組、

県がん曇鰈を推生し、がん●■の働自を把燿、分析の上、続計データを作成

6がん委員会運営費

フ威人痢検惨健亭者指導講習会事業

一
二

1247 0 専門的な見地からがん豊線の分析、市町等の検診事業に対する助言・指導等

市町がわ 検診に従事するE鰤・検査技鰤を対象に技術略習会を開催
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事業名 補助率 20決算額 (千円) うち交
"決
定●(千円, 概要

コ庫補助事業 (都道府県 ) 23193

1がん診療連携拠点病院機能強化事業費

2がん対策推進特別事業費

27.908

142

E士吉田市立痢膵 .488千R

一般事業 力くん患者ネットワーク事栞 "ん

に関する相談支援・情報提供のあり方を検討するため、検討会を開催し、情報提供や相
晨支援体制の推進を図つた。さらにがん検診受惨率を向上するため子育て中の母親へ女性
Dがんに関するパンフレットを配布し強力に啓発した。

目庫補助事業 (拠点病院等)

1がんじ薇連携拠点病院機能強化事菫費 10/10 7.194 ドん裕療連携拠点病院の機能強化を目的とした事業に対し補助

口庫補助事業 (上記以外の事業 ) 100351

1醐
み
地域連絡会臓、在宅ホスピスケア普及事業、在宅ホス

各保健福祉事務所・支所において、在宅ホスピスケアの協力体制や医療等のあり方につい
て協議するとともに,関係職や一般県民を対象とした研修会や講演会を行い、資質向上や啓
発を回つた。

2在宅緩和ケア対策推進事業

3肝炎サポートネットワーク事業

２０

　

　

．　

００

「山栞県の在宅緩和ケアの現状」や「治療期から終末期にいたる切れ日のない在宅緩和ケア
の仕組み～緩和ケア岡山モデル～Jについての講演を通じて、医療従事者の資贅の向上を
国った。

4健康増進事業

6ウィルス性肝炎緊急対策事業

oたばこ対策事業

崚
一
崚
一
崚

27● 70

208

事業名 補助率 20決算額 (千円) うち交付決定●(千円) 概要

晨単独事業

1地城がん螢鰈事業

2がん対燎推進協饉会

3口集団検鰺追跡口査事業

4検査精度向上事業

5生活習慣病検診従事者購督会

3.502

0

日庫補助亭集 (都道府県 ) 100.844 32.154

1女性のがん検診啓発普及等事彙費 1/2

2がん検鰺実施体制強化モデル亭栞費

3がんじ療連携拠点病院機能強化事栞費

4がん対策推進特男1事 業■

10/10

1/2

3294

95.330

1502

|一般事業

口庫補助事業 (拠点病院等 )

支援事業■

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

12.800 16400

3がん診療連携拠点病院機能強化事業費

4がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費

10/10

1/2

20.108

876000

20.108

2'6500

晨単独事業 1421

2健康勝査管理指導事業 1.423

ビロ予算事業
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事業名 補助率 20決算額 (千円) 概要

口庫補助事業 (都道府県) 33428 16713

1女性のがん検鰺啓発普及等事業費

2がん診療連携拠点病院機能強化事業員

″

一
″ 32735

346

1636'

比がんに関する講演会を開催

'つ

の地域がん診療連携拠点病院に対する事業員補助

口庫補助事業 (拠点病院等)

1がん診僚施般情報ネットワーク事業費

2がん診療連携拠点病院機能強化事葉費

3がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費

1/2 ンステム構築費

10/10

1/2

2200'

280000

22:807

140000

"地

点テレビカンファレンスの開催等

椰道府県がん診療連携拠点病院に対する事業費補助

女射線治療機器リニアック整備費

口庫補助事業 (上記以外の事業) 28663 9614

1在宅緩和ケア対策推進事業 看護師を対象とした在宅緩和ケア研修会を2回開催

2がん診療施設段働整備事業

3たばこ対策促進事業

9,“ 3 ||ん診断治療機器の整備等

糖煙知識の普及啓発

R単独事業

1がん対策推進事業

2がん検診従事者資質向上事業

3健康増進事業運営費

3■

'2

204

…
聯環澤轟瓢慮渭瞬薫臓委員,の開IE、 曖旱県かん量露、収旱県かん対策推遅

“

躍会
D開催等に資する事業、普及啓発等

F官がん検診、肺がん検惨従事者を対象に研修会を4回 開催

メん検惨精度管理のための乳がん部会、がん登録詳饉等都会の開催

1在宅ホスビスケア看饉御●7r停

2がん鰺薇施殿設備整備事業
るがんじ薇施設として必要ran備整備事
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事業名 補助率 20決算額 (千円) うち,付決定●(千円| 概要

1単独事業 43.126

Iがん検診従事者講習会

2がん予防対策業務委託

119143静閥県地域がん診療連携推進病院機能強化事業

4がん相談支援センター機能強化事業

5がん予防対策活動車業

がん鯵藤連携拠点書院機能強化事業のうち、がん相饉支幡センター栞務を実施 031千 円
Xl、 304千円 Xl、 25'千円 Xl

静田県対がん協会への補助金

口庫補助事業(都道府県 ) 186.66,

1がん診療連携拠点病院機能強化事業費 E接補助(1■院)26.612千円、聞機補助(11病院)15816'千円

2がん対策推進特男1事業費

|一般事菜 がん検じ普及書発街頭キヤンペーンの実施、がん相談窓ロリーフレットの作成

■庫補助事業(拠点綺院等 ) 89.726

1がん診療連携拠点病院還隔画像診断支撮事業費

2がん鰺療施設情報ネットワーク事業費

名古EE療センター、名古E第二赤十字病院

壼知員がんセンター中央癬腕

3乳力%用マンモコイル緊急整備事業費

4がん鰺療連携拠点癬院機能強化事業費

1/2

10/10

名古E市立大学

名古E医療センター、名古屋大学鮒属償院

目庫補助事業(上記以外の事業 )

1たばこ対策促進亭彙 たはこ対策推進会臓。指導者養戌購雷会の開催・地域喫煙対策の推進

事業名 補助率 20決算饉 (千円) 糧 I

2臨床研修費等補助事栞 1,966
嘔床研修指定綱屁として、日床研修の円滑な運

=を
回る目的で、日から亭栞■の一部補助

を受け、目師の初期臨床研修を実施

3看腱職員費贅向上事業 10/10 3.263
摯円分野 (がん)における■の高い看饉師を冑威するため、都道府県連携拠点病院等にお
ハて出床実践能力を身につけるための看腱実務研修を実施

1単独事業 0

1愛知県悪性新生物●■登録事業

2がん検診従事者講口会

臓性新生粕患者の実態を把燿する調査を実施し、悪性新生物の量縁亭栞を推進

=種
のがん検じに従事する者の資質向上のための購習会を実施

口庫補助事業 (椰道府県 )

1女性のがん検診害発普及等事業費

2がんじ療連携拠点病院機能強化事業費

3がん対策推進特別事業費 23479

15.122

16.739

一般事業

特別事葉 10/10 10,000 10.000

口庫補助事業 (拠点病院等 )

1マンモグラフィ検砂遠隔診断支援モデ7●●薬費

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

3がん鰺農連携拠点病院機能強化事業費

”

．

２

一

１０ 47537 47.537

4がんに係る放射鑢治療機器緊急整備事業■ 280.000

口庫補助事業 (上記以外の事業 ) 132:3

1「がんプロフェッショナル養威プランJ

2在宅緩和ケア対策推進事業

10/10

1/2 5,645

10.000

2.322

尊する人材青威拠点の形成。

援センターにおける在宅緩和ケアに関する相餞支援。
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1がん診療連携拠点病院機能強化事業費

1全がん量鎌管理運営事業

2生活習慣痛予防戦略推進事業

3がん検勝推進事業

し、乳がん検鯵等の受鰺啓発
・京都市役所・府庁をビンクにライトアップ、書発行事 (コンサート)

受ける者に対する無料検診の実施
I部 )で実施。自己検診習慣化のための健康教育を併せて実施

事業名 補助率 20決算額 (千円 ) うち交付決定●(千R) 薇要

2がん検鰺実施体|1強化モデル事業費

3がん惨療連携拠点輌院機能強化事業費

“

　

　̈
　
　
　
∞

４

　

　̈
　
　
　
８５

ドん検惨に係る受鰺率、発見率等のデータを調査・分析・公表
府民アンケート、市町村 '検鰺実施機関。医療保険者への口査実施

、地域E豪機関等支援

備品整備等 )

●情報交換会臓の開催

42.500

4がん対策推進特別事業費 12,'98

一般事業 1/2 7.049
ドんに携わる目療従事者に対する晨和ケア研修(3回 開催 )
Eデル地域を指定し、在宅饉和ケアロ係機目のネットワーク化を推達。
当餞地城の中機病院を選定、かかりつけE等との懇話会を実施

8,02`

t点病院のない二次目瞭日において拠点病院に準ずるE轟機関を指定、相談・研修等を実
L
に都府立E大・東大で構成する全臓で、がん饉書体

"の
構集等に日しE腱 .

がん鯵薇連携拠点輌鵬の支援のあり方等に日し協臓

1庫補助事業 (拠点病院等) 802'0 56950

薬費 32057 一ヽチャルスライドシステムを最備(2■院)

2乳がん用マンモコイル緊急壺●事彙費

3がん勝は連携拠点輌腕機能強化事業費

20.500

27613

卿
一　　　７．０３．

L"撮影の精晨向上のためのマンモコイルを整備(3■脇)

ドん鯵壼菫携拠点病院の機籠強化、地城E薇機目等支援
塩崚■燎従事者に対する研修実施
院内がん量嫌、相談支優体

"の
充実(■品壼備等)

目立がんセンター等の研修受講
●者会、■■サロンの観置

1庫補助事業 (上記以外の事業 ) 1.100

1健康づくり府民総,加亭撃 1/2 1100
に等、がんに目係する生活口慣に対する啓発 (たばこ対策以外の生活口m対 策

燎購演会・防煙散
=の
実施、分燿状況‖壺
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事業名 1膚助串 20決算額 (千円) 概要

黒単独事葉

1がん認定看IE飾養成機関設立準備補助事業

2がん登録事業

3健診強化月間推進事業

4京都府検診受診率等向上対策協議会

認定看E師の養成機関を府内に設置するため検討・準備
府看震協会に準備委員会立ち上げ
・日本看護協会に教育機関の申請書を提出済み

地域がん登録の実施

特定健診、がん検診全般について強化月間を設定し、受診啓発
・シヨッピングセンター等での街頭啓発、フォーラム開催、リーフレット・ポスター配付

検診受診率向上委員会の設置。曼診率向上、精度管理のための制度を饉綸
・21年庁の■診率向上のr‐めのアクションプランタ協腸ф

た麟

コ庫補助事業(都道府県)

1がん診療連携拠点病院機能強化事栞費

2がん対策推進特別亭彙費

耶道府県がん診燎連携拠点病院1施設
也域がん診療連携拠点病院8施設

|一般事業 E和ケア推進事彙

ヨ庫補助事業(拠点病院等)

1がん診療連携拠点病院遠隔画像診断支援事業費

2がん診環施設情報ネットワーク事業費

3がん診療連携拠点病院機能強化事業費

4がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費

1/3

10/10 鼈域がん診療連携拠点病院2施設

コ庫補助事業(上記以外の事業 )

l II炎 肝がん緊急総合対策事業(口庫分)

2がん対策推進事業(口庫分)

3たばこ対策推進事業

″

一
″

．
″

果健所における無料肝炎検査に要する経費

F疾患診療体制整備事業

1がん対策推進事彙

2肝炎OTがん緊急総合対策事業(単独分)

3大阪がん予防検惨センター卒業運営費

4悪性新生物患者登録事業

5老人保健事業健康診査管理指導事業

276076

25,48

がん対策推進計口策定経費、マンモグラフィ講雷会負担金、ヘリカル●T検診関連事業
・がん検じ事務の効率化や受診率向上を回るための取組みに対し市町村へ補助
・緩和ケア推進事業

・大阪府肝炎肝がん対策壺員会開催等の経費
・肝炎ウイルス感染者に対する的確な保健指導及び肝炎に関する正しい情報提供を行うた
めの担当摯員向け研修会開催専

)大阪がん予防検じセンターの事業運営に伴う運営経費の補助

がん対策推進に■する正確ながん発生状況を把撻するため、医療機関からの層出の集計、
作業及びがん登録事業の普及啓発事業

査事業を円滑に進行するため、生活習慣病検診協議会を設置し、検診の群
、検診事業の指導、検診機関の精度管理、検惨従事者に対する講習会開催

1マンモグラフイ検診従事者研修事業費

2がん診僚連携拠点病院機能強化事業贅

3がん対策推進特男1事栞費

円(1病院)地域型7500千円(9病院)

専門医等の青成事業

検診曼診率向上事業

1マンモグラフィ検診従事者研修事業費

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

3がん診療連携拠点病院機能強化事業費

-44-

+7.500千 円+8,899千 円)



事業名 補助率 20決算額 (千円) うち支付決定● (千円 概要

口庫補助事業(上記以外の事葉) l.192252 621.619

1肝炎対策事業

2健康福社事務所での肝炎ウイルス検査の実施

3医療機関での肝炎ウイルス検壺の実施

″

一
″

¨
″

2370

3ρ,4

12.987

1110454

1.435

1.537

6493

555.227

F炎対策協議会、肝疾患診療連携拠点病院運営費補助等

4インターフェロン治薇費公費助威

5たばこ対策促進事栞

6がん専門分野における看腹師青威事業

7在宅ターミナルケアネットワーク構築

8がんプロフェッショナル養威プラン

1/2

1/2

10/10

1/2

10/10

６

一

９

一

４４

R単独事業

1肝炎手帳の交付

2がん登録事業

3アスペスト精密検査、フォローアツプ検査費用の助成

4ひょうご対がん戦略会議の運営

5検診事業の評価・指導

6カくん榛診車整備

昴
一
２４６
一
３５６
一
‐４７２
一
・５７４

口庫補助事業 (椰道府県) 30545

1女性のがん検診啓発普及等事業費

2がん鯵療連携拠点病院機能強化事業費

″

一
″ 60■ 93

204

30.251

がん、子富がん検鰺について、受鰺準の向上あ
「及啓発する。

■接補助分4.862千 円、間機補助分25,389千円

事業名 補助率 20決算額 (千円) うち交付決定●(キ円) 概要

口庫補助事案 (拠点病院等 )

1がん砂療連携拠点病院還隔回像鰺断支援事業■

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

″

¨
″

口庫補助事業 (上記以外の事業)

1石綿ばく露健康リスク調査事彙

2働き盛り世代の健康づくり推進事■

10/10

1/2 804

里に資する。

晨単独事業

1がん予防普及啓発事業

2がん検鯵受惨啓発事業

202 ドん征圧大会を開催し、がん予防の普及啓発を実施。

日係団体等と協力し、がん検惨の普及啓発を実施.

`庄
傷検討会等の開催事婁

335
「 腱経験看等を姜員とし、専門的な見地から検勝方法の検討や指導、‖度管理を行う。

じ租検鰺実施担当日師、保腱師等に詢督会、フィルム鶴影実口、痙例検討を

"こ
どこよ

′、検じ‖度の充を 目る。

5アスペストロ連健康対鎌事業
を 1

ようEE影 響そlE■するため、棟じや鳳民への書彙活口、石椰僕事看への研

日庫補助事業 (●道府県) 26.922

1女性のがん検勝啓発普及等事栞費

2がん鰺療遭携拠点
"腕
機籠強化事業費

″

一
″

126

26104 :3.051

|がん対策推進特別事業員 454

|一般事業 1/2

E暉補助事彙 (拠点自臓等) 157β 4! 147.055

1がん鯵療連携拠点■臓機能強化事業費 10/'0

1/2 348652

7055

1400t102ぶんに係る散射線治薇機8緊急壺償事業■
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1女性のがん検鰺薔発普及等事業費

2がん診燎連携拠点病院機能強化事業費

3がん対策推進特別事業費

中央 13.000県 立厚生 5.645鳥 取市立 13● 00

央・県立厚生・鳥取市立 各15750

1威人病登録評価分析事栞 (地域がん登録 )

2健康じ査管理支援事業

1がん診療連携拠点病院機能強化事業費

2がん対策推進特別事業員

事業名 補助率 20決算饉〈千円) 概晏

口庫補助事業 (拠点病院等 ) 30.865 34,720

1乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

2がん鯵燎遭携拠点■院繊籠強化事彙費

1/2

10/10 29575

口庫補助事業 (上記以外の事業 )

1看腫職員資費向上推進事業

2在宅饉和ケア対策推進事業

10/10

1/2 682

2.06'

336

晨:緩和ケア■壼師研修(県看臓協会姜託)

R:饉和ケアE師研修

3電犠元崎摘轟晟爵麗鶴耐補助金

4がんプロフェ
"ョ
ナル養成プラン

1/3 2.415

29603

805

26388

R単曇事業 22.05' 0

1生活口慣綱検診管理指導協饉会

2生活習慣窮検鰺従事者讚習会

“
　
一一
〇〇

自鰺の実施方法、精度管理についての検討協臓会

|くん検鯵精度管理推進のための購習会実施

3検勝体側に関する実態調査事業

4がん予防のためのたばこ喫煙対策事業

5がん啓発事業

6がん専門スタッフ育成事業

7がん登録研修晏託事業

２．‐０〇一３‐８
一卿
一‐２６
一９．‐２０

→PVに口する実態口壺

わ シ作成等

■城でのがん予防対策検討会、普及薔発活動など

日立がんセンター派遣支援事業、県内がん専門スタ

"研
修プログラム検討など

いん登録の収集、集計.分析など

3がん診僚ネットワーク事業

9がん●者団体支援事業

214

見交換会、研修会苺

10がん計日の策定・進行管理事業

11在宅僚養への移行促t●彙

3,016 ドん対策推進協臓会開催など

=宅
薇養を積 ために必要な環境、ケア■査
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事業名 補助率 20決算額 (千円) 概 要

目庫補助事業 (都道府県) 48253 23920

1女性のがん検診啓発普及等事業員

2がん診療連携拠点病院機能強化事業費

1/2

1/2

2.043

45.410

1.420

22.500

乳がん・子宮がん検診の受診を促進するための普及啓発事業

地域におけるがん診療連携の円滑な実施を回り、質の高いがん医療の提供体制を推進

コ庫補助事業 (拠点病院等 ) 322870 73702

1マンモグラフィ検診従事者研修事業■ 1586 マンモグラフイ検診従事者に対する専門研修

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

3がん診療連携拠点病院機能強化事業費

4がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費

1/2

10/10

1/2

25.534 25.534

がん診療連携拠点病院がMR崚置に装填する乳がん用マンモコイルの整備

がん診療連携拠点病院が■の高いがん医療の提供体制を推進

がん診療連携拠点病院が高性能・先進的な放射線治療機器の整備を行う。

目庫補助事業 (上記以外の事業 )

1たばこ対策推進事葉 2.042 禁煙・分煙の実施施設を増やし、地域でたばこ対策活動を推進する。

2がん分野における質の高い看腹師養威事業

3杏
雛 碧 窺 塊 摯甫養威力 勁

4がん専門集剤師研修事業

(曇託 )

(上限あり)

(委続 )

68.970 56,945

看饉師を対象にがん専門分野臨床実務研修を実施する

■の高いがん専門医等を養成し、今後のがん医療を担う医療人の養成推進を図る。

がん薬物療法に必要な高度な知識.技能を取得したがん専門薬剤師を養成する。

晨単独事業 20.877

1がん対策推進事業 岡山県力くん対策推進計画を策定する。

2生活習慣病検診等管理指導協議会

3生活習慣病登録・評価事業費

952

17.460

1505

0

0

0

生活習慣病の動向を把握し、検じの実施方法や精度管理のあり方を検討する。

がん精密検診結果の分析及び地域がん登録事業をわ 。

4生活習慣病検診従事者指導講習会 がん検鯵従事する医師等を対象に専門的研修を

".

事業名 補助率 20決算額 (千円 ) うち交付決定●(千「 I) 概要

口庫補助事業 (椰道府県)

1女性のがん検鰺啓発普及等事業費 1/2

ピンクリボンキャンペーン等民間とタイアップしての受惨書発活動を実施する。
替発活動,乳がん検静キヤラ′`ンなどで使用する受診率向上書発バンフレット,自己検診
去DVDなどを作成する。

2がん検鰺実施体制強化モデル事業■

3マンモグラフイ検診従事者研修事業費

10/10

3,874

ドん検鰺精度の向上をめざすため,市町.職崚.検診機関のがん検診データをテ
・
→に―スに

冑筆するとともに,データの検肛.公表を行う。

Lがん検

"の

乳房X腺検査の議影E師及び撮影技飾・医師に対して,さらに高度な知臓・技

'を

修得する研修会を実施する。

4がんじ僚連携拠点病院機能強化事業費

5がん対策推進特別事業費

84,000

18602

42.000

12202

ドん鰺療連携拠点痢院において,がん鯵療に従事する医師等に対する研修.がん患者・家
良等に対する相談支援,がんに目する各種情報の収集・提供等の事業を実施する。

一般事業 12777 038

がん勝療連携拠点綱院へのデイホスビスの開設や地城緩和ケアコーディネーターの配置
いにより,入院中及び在宅豪養中のがん患者を支援する。
.がんじ書に携わるすべての目師を対象として,緩和ケアに関する基礎的知識を習得させる
ための研修会を実施する。

・がん息者等の不安や悩みに対して,同じがん経験者の立場からアドバイスなどを行う,がス
は者等が主体となつた相談支援体04の構築を支援する。
・がん量録事業を推進するため,新たに,がん量鎌に協力する医療機関に対して,がん登録
察務を支根する要員を派遣し,実地指導を構 ととtlに,がん登録業務の進め方な日こつい

口庫補助事業 (拠点病院等 ) 6801'

1がん鰺豪施設情報ネットワーク事業費

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

3がんじ豪連携拠点痢隣機能強化事業費

1/3

1/2

144“ 目立がんセンターに導入されているがんじ療情報ネットワークシステムに接視する。

自域がん拠点鰺燎連携拠点輌院3施鼠で施設整備を実施する。

ドん鯵療遭携拠点病院において,がん鰺療に従事する目鰤等に対する研修.がん患者・憲
彙等に対する相餞支援,がんに目する各種情報の収集・提供等の事業を実施する。(県がん

'燎

連携拠点病院を含む日立系3施設分)
49766

1庫補助事業 (上記以外の事業) 3'9,750 237.980

1薇和ケア支援
=運
営事業 1/2 10262 蹴 甍 2害管辮 ξ鶏鸞蹴1繊幣締辮 雅

ることがせ る体劇づくりを支饉する。
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事業名 補助率 20決算額 (千円) うち■付決定●(千円, 概要

2肝炎対策事業
肝炎対策協議会,肝疾患鰺療支援ネットワーク体IIの構築.肝疾患F僚拠点病院の運営 ,

県民への普及啓発,保健指導者の人材育成のための研修会の実施等,総合的な肝炎・肝
がん対策を推進する。

3肝炎ウイルス検査・治療費助威事業 189.フ 28
早期発見・早期治療体IIを充実させるために,保健所で実施している検査に加え,医燎機関
に姜託し肝炎ウイルス検査を実施するとともに,インターフェロン燎法の治療■の一部を助減
することで,肝がんの予防を推進する。

4がんプロフェッショナル養威プラン(広島大学分 ) 中目地方の3大学がコンソーシアムをつくりがん医療に携わる医師やコメディカルの冑成を■
進する。

R単独事業 163086 0

1地域がん登録システム推進事業

2がん対策推進計回進行管理事業

19,9,0
を収集 解析し,がん患者の実態を把握する。

広島県がん対策推進協臓会において,計画に基づく,がん麗僚水準の向上や予防から緩和
ケアに至る各種施策の進捗状況の評価と進行管理を実施する。

3がん看護エキスパートナース育成事栞

4乳がん総合対策プロジェクト事業 8'43

2,89

0

がん診療連携拠点病院卜のがん認定■護師の育成・配置並びに,当腋認定看腋師を中心
とした日城の医薇機関等の■臓師に対する専用研修を実施する。

・乳がん検鰺未受鰺者を対象に,マンモグラフイ欄じ車による検鰺体験,自己検鰺法講雷会
を実施する。
・がん情薇ホームページを作成する。
・検Fから専門的治療.治療後のフォローアップまで各機能を担うE農施餃の目薇連携体制
を構築する。

5がん検鰺強化プロジェクト事業

6がん検診曼診率向上重点化事葉

がん検惨の精度を向上させるため,検診機関の情報をインターネットで公開するとともに.指
導を強化する。

ntでのがん検鯵受診率向上対策に取り組むため,職城 (民間企業等)のがん検惨受診率
等の実態を調査,把握する。

,緩和ケア支援センター運営事業

8県立広島病院臨床EE編科運営亭集

県内の糧和ケア推進の中核的拠点として,がん患者とその家族が痛みや不安などの症状を
70らげながら.充実した日々を過ごせるよう,住み慣れた地域で,希望に応じて糧和ケアを受
けることができる体‖づくりを支援する。

県内のがんじ療の基絆病院として,高度で専門的な外来化学僚法が提供できる体網を確保
する。

9彙立広島病院高度饉薇事業(リニアック)
県内のがん診薇の基絆病院として,高度で専門的な放射線治薇が提供できる体

"を
確保す

事彙名 In助率 20決
=観
(千円) うち史付決定●(子円 概要

口庫補助事業 (都道府県 ) 07704

1女性のがん検鰺書発普及●事彙費

2マンモグラフィ検じ従事者研修事業員

3がん診療連携拠点病院機能強化事彙■

4がん対策推遭特別事業費

50.600

18355

25.344

94,0

|一般事業
'0355

9470 大腸モデル、休日がん検妙、組和ケア研修、がん登録研修

コ庫補助事業(拠点病院等)

1乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

2がん診僚連携拠点病院機能強化事業■

日庫補助事業 (上記以外の事業) 23400, 134764

1在宅経和ケア推進事拿

2たばこ対策

3肝炎・肝がん対策

4肝炎治藤特別促進事業

1/2

1/2

1/2

59,700
「
炎・肝がん対策1,330千 円、肝炎検査 (保健所)1.012千 円、緊急検査95,204千 円

県単独事業 29.721

1がん診豪連携推進■院

2がん部会/従事者研俸/諄饉晏託

がん惨療連携推進病院への助咸

検鰺事業評薔、研修等

3がんサーベイランス事彙

4がん施策諄薔推進事業

14.150 がん壺鰊事業 (山 口大学に晏8t)

山口県がん対策推進計日の選惨状況の評饉
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事業名 補助率 20決諄額 (千円) うち交付決定●(千 0, 概要

口庫補助事業 (椰道府県) 31771 15385

1女性のがん検鰺薔発普及等事栞費

2がんゆ藤連携拠点病院機能強化亭棠費

″

一
″

400

24170

200 )●者会との協働による検鰺受鰺書発②意臓調査

B道府県がん鰺燎連携拠点病院及び
鮨 がん鯵療連携拠点病院の各1

3がん対策推進特別事業費
'200

,200 36∞ 畷和ケア研修0がん薇薔彙F停日=薇
●栞

||ん検詮曼総
=調
査
==

1乳がん用マンモコイル緊急整備事業■

2がんめ藤連携拠点病院機能強化事業費

1/2

10/10

15720

9.650

'364

9.650

D乳がん用マンモコイルの整備

)がんE燎従事者研修事業②院肉がん登録促進事勲③がん相談支援事業④普及啓発・情

口庫補助事業 (上記以外の事業)
'60.000

130.0∞

1中 口・四口広城がんプロ養威プログラム 160p00 100,00

トロ・四目8大学の大学院が一つのコンソーシアムをつくり、各大学の特長を生かしながら大
Fの相互協力と補完により、多職種のがん専門職姜威のためのコースワークをE●し、これ

テ嗽
点病院が連携するこ日こ

|り
、広い地壌にムラなくがん●H職を送り出す

1助金交付額の総晨 130000.000円 (内籠島大学21340,000円 )
自己負担額の総額  300∞.000円  (内徳島大蜘 .500.000円 )

1単独事業

1生活習慣病管理指導尋事業 4261 )生活習慣薔管理指導協議会各がん都会題80地域がん量鰈事業
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事業名 補助率 20決算額 (千円) 概要

口庫補助事業 (拠点病院等 )

1がんじ藤連携拠点病院遠隔画像診断支援事業費

2がん鯵療施設情報ネットワーク事業費

3がん鰺療連携拠点病院機能強化事業費

1ノ2

1/3

10/10

1674'

2961

8.373

333'2

自隔病理コンサルテーションを行うためのシステム導入経費 .

金がん協に加盟している施設とのがん鰺僚ネットワークに広城インターネットを網を接続し、
1報交換や症例の検討をおこなっているが、それらのシステムに係る保守科及び諸経費

ドん医療従事者研修、院内がん登録推進事業、がん相機支援事業及び普及啓発・情報提

口庫補助事業 (上記以外の事葉) 16931

lm際
鐵 議 あ高い看腱師の育成翻 ヒ事劇

2(螢
脇 麒 雷 醜 獅 螢 臓 換 (医療提供体朝推進事業費補助9]

3新人助産師及び新人看蹟師臨床実践能力向上推進事業

10/10

1/3

10/10

2,835

)'んの分野における臨床実践能力の高い看霞師の青戌強化を回るため、実務研修を行う。

冑院が行う病交組織の良性・悪性の診断や病気の進行度の病理検査に使用する自動染色
慶量の設備整備。

F人助産師及び新人看護師に対し、必要な姿勢及び態度並びに知識、技術について十分な
書導体制及び研修プログラムに基づく研修を行い、また、新人助産師の実地指導者及び新
た看霞師の教育担当者に対し、卒後教育の考え方、方法論、教育研修指導としての実践等
し系統的に研修させ、助産師及び看順師の脂質向上及び医療安全の確保を図る。

R単独事業 1.470 0

1愛媛県がん対策推進協饉会の設置及び運営

2生活習慣病予防推進事業

0

腱媛県卜ん対策推進計画を推進するための協■会を設置する。

L活習慣病対策を推進するため、生活習慣輌予防色議会を設置し、腱農増遺法に基づく健
1鯵査及びがん検鰺の精度管理琴を行うとともに、一次予防に重点を置いた生活習慣病対
職について検討する。

3地域がん登録推進事業

4県民健康づくり運動推進事業

ドん対策を効果的に促進するため、がんの発生状況や治療状況等を登録し、経患率.受薇
史況、生存率等の集計及び解析をわ 。

日康実現えひめ2010推進のため、食育。たはこ運動等をテーマに人材青咸研修を実施する。

口庫補助事業 (都道府県 ) 26.135

1がん診療連携拠点病院機能強化事業費

2がん対策推進特別事業費

=知
医療センター、高知赤十宇彙院への補助

3.762

一般事業 8762 バん患者稲腋子栞、薇和ケア薇遣亭票、患書洒足鷹アンケート、がん検診受F率向上モ
レさ婁 がヽんフォーラム開催さ菫

事集名 補助率 20決算額 (千円) 概晏

口庫補助事業 (拠点輌院等 )

“

知大学分

1がん鯵薇連携拠点病院機能強化事業費 10/10 29900 29000
ドんじ藤に携わる医師等に対する研修■、院内がん量録促遺費,がん相跛支援のための
件ヽ● 広彙及び公開壼座開催薔

口庫補助事業(上記以外の事業) 76066

1医療連携体|1推進事業 1.445 宅糧和ケア推進連絡協臓金、在宅組和ケア従事者研修の晏託

2棚 壁ヌ適ソ鸞雲勝 声改革推進等補助0

1胃がん検診車整備事栞

15.333

(全mm魅 )

咀餞構築・WG開催・コース整備・eラーニング敏備の導入・E師や看讀師等の海外派遣FD研
|・各種臓演会等の日曜

1内全ての市町村からがん検じを受託している(財)高知県総合保健協会が行う■がん検
ε車の整備に補助し、受鯵■境の整口を行う。H20経 済対策補正予算としてH21年 2月に予
摩化され、3月 に補助決定したため、2年亭栞としてH21に 全霞繰超して実施。

1単独事業 2.'00

1がん対象推進協臓会 がん対策権遭計画の進渉管理・効果検饉

2がん奎鎌評価事集

3健康診査管理指導協議会

1.200 晏籠先:社団法人高知県医師会

||ん検じ事業の精度管理や受診率向上のための普及啓発の実施等を行つていくための協

4がん検診従事者指導講習会

5がん患者相談事業

ドん検診従事者の講習会を実施

メん相談センターこうちの光熱水費

目庫補助事業 (都道府県 ) 49.500 25385

1がん検診実施体制強化モデル事業費

2マンモグラフィ検鰺従事者研修事業費 1/2 2100

５５

一

|くん検惨精度管理に係るデータベースの構鑽りに係る経費の助威

マンモグラフィ検診従事者への研修に係る経費の助威

3がん鰺療連携拠点病院機能強化事業費

4がん対策推進特別事業費 357 178

■点猜屍が興施丁うがん医療凛●看への研

"、

かん患看やその瞑藤に対する相凛夏撮 .
いんに関する各種脩組収集等に対する助威

|一
般事業 1/2 局を中心とした在宅緩和ケアの支援体‖の構築及び関係者に対する研修に係る経

1特別事業 10/10

日庫補助事業 (拠点■院等 )

1がん診療連携拠点病院遺隔画像惨断支援事業費

2がん診療施設備颯ネットワーク事業費

″

一
ん
４３．４４５一劉

21722 ルスライドシステム構築に係る経費の助成

:施設情報ネットワークシステム構築に係る経費の助威
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事業名 補助率 20決算観 (千円〉 うち交付決定●(千円) 概要

3乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

4がん診療連携拠点病院機能強化事業費

1/2

10/10

30066

76122

15.032

76110

Lがん用マンモコイルの整備に係る経費の助成

1点病院が実施するがん医療従事者への研修、がん患者やその象族に対する相破支援、
ドんに関する各種情報収集及び発信等の事業に係る助成

5がんに係る放射線治療機器緊急整備事業員 1/2 393,900 140.000 女射線治療機器 (リニアック等)の整備に係る経費の助成

日庫補助事業 (上記以外の事業) 134884

1霊編鞍黎盤懇肇稿ω
2幕案奎課蘇 麟

組G崎

3稿
麟 裏嚢財団 麟 権 づくリソフ暉 葉費補助0

1/2

1/2

126.492

267

L州大学大学院医学研究院にて実施

【末期緩和ケアを在宅で支えるために必要な在宅医療推進の基盤整備を行うため、県下4
呆健所に地域在宅医療支援を設置

=ば
こ知らずのヤングセミナー事業、禁燿推進サポート事業、健康たばこ対策推進会議の開
L等

4殿麟鯉鮮鋪繰薔i励 (1ノ 3)
ドん診療施設として必要ながんの医療機器及び臨床検査機器等の整備に係る経費の助成
1日庫1/3の間接補助)。 決算額は見込み額である。

熙単独事業

(口庫あり)

IE岡 県がん対策推進協腱会の運営に係る経費

IE岡 県地域婦人会連絡協議会のがん予防思想の普及啓発活動年に係る経費の助成

3羅合質柔題穣議薔護曇事業■補助金
4感豚:藤警蓮楽託
5量饉彗積篇屡修華漢李薯講習会開催委託
6議翻関憲轟氣殿螺糧D

1100

フ83

6.775

6.411

[岡 県集団検診協議会の集団検診に対する研究指導、集団検診従事者の教育指導等の事
彙に係る助成

乳がん検診精度向上のための方策を検討するための委員会の開催、運営を委託

生活習慣痢検鰺等従事者講習会の開催を委託

「
炎対策協議会の運営、肝炎検診受診体制の整備及び県民に対する肝炎ウイルスの正し

.ヽ知臓の普及啓発 (目庫補助事業だが補助率の計算は煩雑 )

フ壁暑笙村塞量]塑堡4■饗 (1/2) 429.43 ウイルス肝炎患者の医療■負担を軽減し、治薇の受けやすい体制を整備する(国庫1/2事 業
にが、一部口庫補助対象界経費含まれる)。

20決算額 (千円)

2がん惨農連携拠点病院機能強化事業費 .がんに関する情報収集・提供等。(好生館+鷹津日赤)

、がんの悩み相臓、マスコミによる普及薔発 .

1がん診療連携拠点病院遠隔画像診断支援事業費

2がんめ療連携拠点痢院機能強化事業費
がんに関する情報収彙・提供等。(催賀大学医学部附属痢

1たばこ対策事業費

2専門分野 (がん)における質の高い看腱師青威事業

ァスタ、県庁ライトアップ、ラツピングパス等,女性のがん検静書発普及等事業費
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事業名 補助率 20決算額 (千円) 概要

3がん診療連携拠点病院機能強化事葉■ 1/2 38.320
目立以外

4がん対策推進特鋼事業費 10557 9704

[ill

1/2

:0/10

晨和ケア医師研修事業

,tんじ療連携拠点病院機能強化事業、テレビ研修事栞

コ庫補助事業 (拠点病院等 ) 38.312

1がん診療連携拠点病院機能強化事業費 10/10 処点■院に対する補助金※長崎大学病院、日立病院機構長崎E晨センター

口庫補助事業 (上記以外の事業 )

1在宅緩和ケア対策推進事業

2たばこ対策事業費

″

一

″ 3.372

=宅
経和ケア医療従事者研修及びネットワーク構彙

壽燿週間、ポスターコンクール、禁鯉・分燿調査、禁燿 分燿施設認定制度等

R単独事業

1がん認定看饉師南成事業 ドん認定書餞師姜威研修受講経費の助威

2がん検診事業辞饉 精度管理事業

3がん対策部会・がん検鰺委員会

4がん登録推進事業

5高機能多目的がん総合検診車

1,763

1223

126000

0

0

ンステム●)

'(ん

対策の総合的な検討会、各がん検鯵の検討会

【崎県がん登録推進車業委託等

1、 肺.乳がん検鯵を総合的に実施可能な検鯵車の整備

口庫補助事業 (都道府県) 30.397 29940

1女性のがん検診替発普及等事業費

2がん診療連携拠点病院機能強化事業費

3がん対策推進特別事業費 23.580

207

21.'80

た普及書発やメディア、イベント開催による書及書発を行い、女性特有のがん検診普及1

1内の補助対象3病院に対する補助

蹟事業

]J事 業

1/2

10/10 20000 ぶ駆聯獅藁絨∫I駆轟駆躙

事彙名 補助率 20決II額 (千円) 概要

口庫補助事業 (拠点虜院等 ) 82,364

1がん鯵療連携拠点病院還隔回像診断支撮事拿費

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

3がん診療連携拠点病院機能強化事業費

1/2

iO/10

15,750 7.875

1内 l病院に対する補助

1内 1病院に対する補助

晨内の独立行政法人3病院に対する補助

目庫補助事業 (上記以外の事業 ) 2.366

1たばこ対策推進亭栞

2筋闘看饉推進事業

彙づくりが主体的にできるよう健康敏青・支根を行つた。また関係者間のmや 課題等の共

こ宅饉和ケアフオーラムの実施、訪間看霞師の■の向上のための専門研修

1単独亭集

1地壌がん登録事業 btん の罹患・治薇・生存等の状況を把担分析し、がん対策の効果的な推進を回る。

2健康食生活の推進

3熊本県生活習慣病検F等管理指導都会・研修会

食事′ランスガイド」などを活用して、食事二と栄養バランスを通正にする取組を推進する。

ドん検鯵の精度管理・事業評饉の検討及び関係者を対象とした研修会の開催

コ庫補助事業 (都道府県 ) 40.572 21.151

1女性のがん検診啓発普及等事業費

2がん検診実施体制強化モデル事業■

3がんじ療施設備薇ネットワーク事業費

10/10

1/2

1,730

i6506

乳がんの普及啓発のため.ピンクリポン・フェスタを開催

がん検診の精度管理を行うため、データベースを構簗

鰺薇備 等のネットワークの構象に対する助威

4がん鯵療連携拠点病院機能強化事業員

5がん対策推進特別事業費

1/2 21000 がん鰺療連携拠点病院に対する助威

|一般事業 1/2
'000

E和ケア研修会を開催した。

目庫補助事業 (拠点病院等 ) 300.602

1がん鯵薇連携拠点綱院遭隔口像鯵断支援事業費 1/2 13.125 0.562 還隔画像診断システムの壺働に対する助威

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

3がん診療連携拠点病院機能強化事業費

1/2

10/10

10200

45787

5,145

45'37

乳がん用マンモコイルの整備に対する助威

がん診薇連携拠点病院に対する助威

4がんに係る放射線治療機薔緊急整備事業費 1/2 239400 119700 放射線治療機器の■犠に対する助成
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事業名 補助率 20決算額 (千円) うち交付決定口 (千円, 概要

目庫補助事栞 (上記以外の事業)

1たばこ対策促進事業

2がん看腱における質の高い看願師育威事業費

3大学改革推進等事業(力くんプロフェッショナル養成プラン)

1/2

10/10

10/10

506 薫煙支援従事者研修、パンフレットの作成等を行つた。

ドん看置に関する専門的な看餞師の青威

ドん専門医養成のための博士課程の開始等を行つた。

摯単独事業

1がん対策推進協議会運営事業 県単

県単

一　

一　

一

がん対策推進協織会の開催経費

口がん検診車の整備を行つた。2胃がん検診車整備事業

鬱Ⅲ彙|

ヨ庫補助事業 (都道府県)

1がん診療連携拠点病院機能強化事業員

2がん対策推進特別事業費

14,704

1095

6.925
いん医療従事者研修事葉、院内がん登録促進事業、がん相談支援事業、普及啓発・情報提
失事業

|一般事業 ドん検診に関する普及啓発及びがん診藤連携拠点病院の院内がん登録の強化

コ庫補助事業 (拠点病院等 )

2がん診療連携拠点病院機能強化事業費

バーチヤルスライドシステムを導入し、日立がんセンター等と運携を行い、病理診断の精度ロ
上および効率化を図つた。

がん医療従事者研修事業、がん診療連携拠点病院ネットワーク事業、院内がん登録促進事
業、がん相談支援事業 普ヽ及啓発・情報機供●棄

コ庫補助事業 (上記以外の事業)

1在宅緩和ケア対策推進事業

2たはこ対策緊急特男1促進事業

″
　
一一　
″

８４
　
一　
“

在宅緩和ケア推進連絡協議会、緩和ケアに関する従事者研修

防僅事業、受動喫煙防止事業、たばこ対策検討会

R単独事業

1生活習慣病検診管理指導協議会 ドん検診の精度管理のための医療機関登録等

事業名 補助率 20決算額 (千円) 概要

コ庫補助事業 (都道府県)

1女性のがん検鯵を発普及等事業費

2がん鰺療連携拠点病院機能強化事業費

3がん対策推進特別事業費

1542

13.367

8023

E児島県ビンクリポン月間の周知広報及び乳がん予防の書及啓発

"ん
医療従事者研修事業.がん診薇連携拠点病院ネットワーク事業.院内がん登録促進事
t.がん相談支援事業,普及を発・情報提供事業

|一

般事業 8023 "ん
E藤・検鰺機能情報データ′ヽンク事業,がん検診均てん化研修会の実施.がん検診受
a率50%推進事業,がん登録10096推進事業.がん予防普及啓発事業,がん検診追跡評価

“

業

口庫補助事業 (拠点病院等 ) 338.692

1乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

2がん診薇連携拠点病院機能強化事業費

3がんに係る放射線治療機器緊急整備事業費

1/2

10/10

1/2

48.322

280000

4.935

140000

たがん用マンモコイルの整備事業

ドん医療従事者研修事栞.がんF薇連携拠点■院ネットワーク事栞,院内がん登録促進事
t,がん相談支援事業.普及啓発・情報提供事拿

亡射饉治療機器の整備事業

口庫補助事業(上記以外の事業) 529757 520.653

`た
ばこ対策混進傲青事業

2専門分野(がん)における質の高い看贖師青威事業

3粒子線がん治療研究施設壺働支援事業

4 ATL“ 0"推進事業

1/2

10/10

208

4,732 4,732

524.000

晨票剤師会に晏託し,主に中学生を対象にたばこの健康への影響に関する知臓についての
ま青を実施

ドん分野における■の高い■饉師の青成を図るとともに,鰺療連携体||の充実強化を目る。

10/10

ハての財政支援

「ンケート調査,バンフレット作成

晨単独事業

1がん克服総合推進事黎

2がんにおける地城医療連携体鋼モデル事業

３８

　

一

,'ん登録の実施,がん対策協臓会の開催 ,ATL対策推進事業 等

,(ん に係る地域連携の構築を目指す
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事業名 補助率 20決算額 (千円 ) うち交付決定●(手円) 概要

日庫補助事業(都道府県) 17.420 3.010

1女性のがん検船啓発普及等事業費

2がん鯵僚連携拠点病院機能強化事業費

1/2

1/2

“
　
一一　
２７

573

7.737

k性のがんに関する講演・シンポジウムの開催、広報等の書発事業の予算

ドん診藤連携拠点病院において、がん医療従事者研修、緩和ケアの提供、相談支援等へa
l助を行い、がんE薇の均てん化を推進する。

日暉補助事栞 (拠点

"院
等 ) 35,85'

1がん鰺療施設情報ネットワーク事業費

2乳がん用マンモコイル緊急整備事業費

3がんじ薇遭携拠点病院機能強化事薬費

1/2

1/2

10/10

619:

6.982

日立がんセンターと全日の中核がん診薇施設を通信回線で緒ぶテレビ会臓システムを構築

「 る

たがん用マンモコイル導入し、乳がん検鯵や外来においても早期発見、早期治療の推進を
目る。

メん鰺療連携拠点病院が行う地域連携クリティカルバス作成、概和ケア研修金、院内がん
L餞促菫
=菫
等を推進する_

口l●補助事業 (上記以外の事業 )

1たばこ対策促進事業(生活習慣■対策
=)

600 1成年者の喫煙防止等に目する普及薔発.禁籠・分燿認定鋼度の推進等

R単独事業 0

1がん検鯵等管理事業員

2県 民健康づくり推進事業費 (たばこ対策 )

“
　
一一　
“

菫活習慣病健じ管理協議会がん検診分科会の開催及びtl●がん登録事業等の予算

E及啓発臓演会及び指導者研修会の実施等

-54-




